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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 116,531 97,312 98,420 94,146 77,691

経常利益又は

経常損失(△)
(百万円) △271 193 164 1,183 1,450

当期純利益又は

当期純損失(△)
(百万円) 32 134 △382 984 339

純資産額 (百万円) 16,806 16,313 17,124 17,744 16,530

総資産額 (百万円) 45,695 39,043 37,026 36,099 40,144

１株当たり純資産額 (円) 603.37 607.99 638.67 662.11 617.04

１株当たり当期純利益

又は当期純損失(△)
(円) 1.18 4.90 △14.25 36.74 12.65

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.8 41.8 46.2 49.2 41.2

自己資本利益率 (％) 0.2 0.8 △2.2 5.6 2.0

株価収益率 (倍) 255.1 69.2 ― 11.3 18.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 2,121 1,585 △737 2,024 93

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △267 △626 820 △203 △1,364

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △2,053 △1,873 △917 △157 683

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 2,999 2,083 1,294 2,980 2,425

従業員数

(ほか、平均臨時

雇用者数)

(名) 356
350

(46)

337

(42)

325

(38)

330

(43)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第84期、第85期、第87期及び第88期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため

記載しておりません。第86期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第86期の株価収益率は、当期純損失を計上したため、記載しておりません。

４　従業員数は就業人員数を表示しております。第84期は重要性がないため平均臨時雇用者数は記載しておりま

せん。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 115,419 97,010 93,780 89,388 73,035

経常利益又は

経常損失(△)
(百万円) △126 365 64 661 976

当期純利益又は

当期純損失(△)
(百万円) 170 274 △813 560 △44

資本金 (百万円) 5,030 5,030 5,030 5,030 5,030

発行済株式総数 (株) 27,899,592 27,899,592 27,899,592 27,899,592 27,899,592

純資産額 (百万円) 16,905 16,552 16,780 16,930 15,336

総資産額 (百万円) 45,348 38,730 36,341 34,817 38,474

１株当たり純資産額 (円) 606.92 616.92 625.84 631.71 572.48

１株当たり配当額

(内１株当たり

中間配当額)

(円)

(円)

7.50

(3.75)

7.50

(3.75)

7.50

(3.75)

9.50

(3.75)

7.50

(3.75)

１株当たり当期純利益

又は当期純損失(△)
(円) 6.13 9.97 △30.34 20.90 △1.67

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.3 42.7 46.2 48.6 39.9

自己資本利益率 (％) 1.0 1.6 △4.8 3.3 △0.3

株価収益率 (倍) 49.1 34.0 ― 19.9 ―

配当性向 (％) 122.3 75.2 ― 45.5 ―

従業員数

(ほか、平均臨時

雇用者数)

(名) 325
318

(46)

295

(40)

253

(36)

241

(40)

　（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第84期、第85期及び第87期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載して

おりません。第86期及び第88期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失

であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第86期及び第88期の株価収益率及び配当性向は、当期純損失を計上したため、記載しておりません。

４　従業員数は就業人員数を表示しております。第84期は重要性がないため平均臨時雇用者数は記載しておりま

せん。 

５　第87期の１株当たり配当額９円50銭には、創立60周年記念配当２円が含まれております。
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２【沿革】

昭和22年７月 連合軍総司令部覚書により、三井物産株式会社は解散を命ぜられたため、同社機械部門営業各課並

びに貿易部門関係者を主体として昭和22年11月27日当社が設立されました。

昭和22年11月 極東貿易株式会社(資本金500万円、本店　東京都千代田区丸の内２丁目２番地)の商号をもって設立

し、機械専門の商社として事業を開始。

昭和23年１月 札幌支店を設置。

昭和24年１月 大阪支店を設置。

昭和26年１月 名古屋、福岡の各支店を設置。

昭和31年４月 ニューヨークに、子会社として現地法人Far East Mercantile Corp.を設立。

昭和33年10月 フランクフルトに、子会社として現地法人Far East Mercantile GmbHを設立。

昭和35年11月 子会社Far East Mercantile GmbHをデュッセルドルフに移転。

昭和39年10月 ロンドン支店を設置。

昭和40年10月 本店を、東京都千代田区大手町２丁目４番地に移転。(なお、本店所在地は昭和45年１月住居表示の

実施により、東京都千代田区大手町２丁目２番１号と変更。)

昭和45年９月 子会社として「日本システム工業株式会社」を設立し、電子機器の製造およびソフトウェア開発

を開始。

昭和51年１月 仙台支店を設置。

昭和57年４月 広島支店を設置。

昭和59年９月 子会社のFar East Mercantile Corp.の商号を「KBK Inc」と改称。

昭和59年10月 子会社のFar East Mercantile GmbHの商号を「Kyokuto Boeki Kaisha (KBK) GmbH」と改称。

昭和62年３月 東京証券取引所市場第２部へ株式上場。

平成６年９月 台北支店を設置。

平成９年５月 上海に、子会社として現地法人極東貿易(上海)有限公司を設立。

平成12年３月 東京証券取引所市場第１部銘柄に指定。

平成15年12月 ロンドン支店を廃止し、子会社のKyokuto Boeki Kaisha (KBK) GmbHと統合の上、商号を「

KBK Europe GmbH」と改称。

平成17年６月 子会社として「KBKフロンティア株式会社」を設立。

平成18年６月 子会社として「KBKオフィスワークス株式会社」を設立。

平成20年４月 子会社として「Kyokuto Trading(India) Private Limited」を設立。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社７社及び関連会社８社で構成され、電機・エネルギー関

連、電子・航空関連、一般産業関連の３部門に関係する事業を主に行なっており、その商品は多岐にわたっておりま

す。各事業における当社及び関連会社の位置付け等は次の通りであります。　

　電機・エネルギー関連

　当部門においては、電気機械設備、計装制御システム、石油掘削関連機器、石油・天然ガス炭鉱技術サービスなどの資

源開発機器を当社が販売するほか、火力発電所向等の自動制御装置及び、同機器を関連会社ABB日本ベーレー株式会

社（持分法適用会社）が設計、製作しており、製品は当社を経由して販売しております。

　電子・航空関連

　当部門においては、電子機器、電子部品及びソフトウェア、画像処理装置、航空機搭載電子機器、地上支援電子機器、航

空機用機材、航法装置などを当社が販売するほか、子会社日本システム工業株式会社が、電子機器の製造及び各種ソフ

トウェア技術や、修理サービスの提供を行なっており、当社より材料・部品を仕入れ、主として当社を経由して国内取

引先に販売しております。

　一般産業関連

　当部門においては、鉄鋼、非鉄、自動車、化学、造船、プラントエンジニアリングなどの関連機械装置、環境保全設備、複

合材料製造設備、繊維加工機械、食肉加工機、樹脂加工機械、塗装設備、測定・分析装置、医療器材及び、それぞれに関連

する食品用副資材、工業用樹脂・塗料、建設用資材、合成複合材料、鋳鍛造品、繊維製品などを当社が販売しておりま

す。また、環境・新エネルギーを中心とした事業領域を、KBKフロンティア株式会社（連結子会社）と共に新たな展開

を推進しております。さらに、当社グループの管理部門業務の一元化及び効率化を徹底するため、KBKオフィスワーク

ス株式会社（連結子会社）を事業展開しております。

　なお、当社は当社グループの中核として、上記３部門の輸出入業、外国間取引及び、国内販売を行なっており、当社の

米国、欧州、中国に対する輸出入取引の一部について子会社KBK Inc（連結子会社）、KBK Europe（非連結子会社）、極

東貿易（上海）有限公司（連結子会社）の３社を経由して、それぞれの国または、地域の取引先に対し商品の仕入れ

及び販売を行なっており、それぞれの国または地域において独自に商品の仕入及び販売を行なっております。また、平

成20年４月にはインドにKyokuto Trading(India) Private Limitedを設立し、インドでの新たな事業展開を画策しておりま

す。　
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　事業の系統図は次のとおりであります。

※１　連結子会社

※２　持分法適用関連会社

※３　非連結子会社

※４　持分法非適用関連会社

※５　平成20年４月に子会社として設立
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金

(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

(％)
関係内容

(連結子会社) 　  　  　

日本システム工業株式会社 東京都千代田区 50 電子・航空関

連事業

100.0

(―)

当社より材料・部品を仕入

れ、主として当社を通して国

内取引先に販売しておりま

す。

役員の兼任３名(当社従業員

２名を含みます。)

ＫＢＫ　Ｉｎｃ

アメリカ合衆国

ニューヨーク州

ニューヨーク市

千US$

2,400

電子・航空関

連事業

一般産業関連

事業

100.0

(―)

当社の米国に対する輸出入

取引の一部について、それぞ

れの国又は地域の取引先に

対し商品の仕入れ又は販売

をしております。

当社が103百万円の債務を保

証しております。

役員の兼任２名(当社従業員

１名を含みます。)

極東貿易(上海)有限公司
中華人民共和国

上海市

千US$

200
一般産業関連

事業

100.0

(―)

当社の中国に対する輸出入

取引の一部について、それぞ

れの国又は地域の取引先に

対し商品の仕入れ又は販売

をしております。

役員の兼任３名

ＫＢＫオフィスワークス株式会社 東京都千代田区 10
管理部門業務

受託事業

100.0

(―)

当社の経理・総務事務等の

業務を委託しております。

役員の兼任４名（当社従業

員３名を含みます。）

ＫＢＫフロンティア株式会社 東京都中央区 50
一般産業関連

事業

88.0

(―)

環境試験機器、繊維製品等及

びこれらの部品を仕入れ、当

社と協力の上、販売を行って

おります。

役員の兼任２名（当社従業

員１名を含みます。）

(持分法適用関連会社) 　  　  　

ＡＢＢ日本ベーレー株式会社 静岡県伊豆の国市原木 192
電機・エネル

ギー関連事業

29.4

(―)

火力発電所向け等の自動制

御装置及び同機器を同社が

設計・製作しており、製品は

当社を経由して販売してお

ります。

役員の兼任３名(当社従業員

２名を含みます)

Adaptive Energy

Systems, Inc.

アメリカ合衆国

カリフォルニア州

ロサンゼルス市

千US$

5

電子・航空関

連事業

25.0

(―)

当社の100％子会社である

KBK Inc の出資会社であり、

照明装置の設計、製作と米国

内の販売を行っております。

役員の兼任１名(KBK Inc に

出向している当社従業員１

名を含みます)

　（注）１　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　上記会社は有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しておりません。
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５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成20年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

電機・エネルギー関連 63 (10)

電子・航空関連 104 (13)

一般産業関連 101 (14)

全社(共通) 62 (6)

合計 330 (43)

　（注）１　従業員は就業人員(当社からの社外への出向者を除く)であります。

２　全社(共通)として記載されている従業員は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているもので

あります。

３　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当連結会計年度の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。

４　臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約従業員及び派遣社員を含んでおります。

(2) 提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与

　　241 名 (40名) 　44才５か月 　18年11か月          9,038,400円

　（注）１　従業員は就業人員(当社からの社外への出向者を除く)であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当事業年度の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。

３　臨時従業員には、パートタイマー、嘱託契約従業員及び派遣社員を含んでおります。

４　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3) 労働組合の状況

労働組合との間に特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当連結会計年度におけるわが国の経済は、米国のサブプライム問題、エネルギー・原材料価格の高騰等により景気の

下振れ圧力が強まるなか、設備投資や個人消費をはじめとする国内需要は低迷しましたが、アジア地域など新興国・

資源国向けの輸出を背景に、企業部門主導の緩やかなペースの回復基調が持続しました。

　このような状況のもと、当グループは、中期経営計画「KBK Wisdom 60A」の２年目として事業戦略に則り、既存事業

の拡大や、新規事業の開拓に努めるとともに、多様性をもった効率的な経営基盤の実現を目指してまいりました。即

ち、「選択と集中」のもと、当グループのコア事業である自動車関連事業を中心に事業収益力の強化を図るとともに、

ユビキタス、医療関連といった新しい分野に注力してまいりました。また、他社との事業提携、資本提携および海外拠

点の開拓を従前に増して推進してまいりました。

　この結果、中国向け自動車部品用及び家電用コーティング材、並びに製鉄・化学プラント向け重電関連設備等が伸長

し、また火力発電所向けボイラー制御装置、および石油掘削用の資源開発機器も堅調に推移しました。当グループの売

上高は、北米自動車産業向け照明部品の販売から撤退したため、前連結会計年度に比べ164億54百万円減少し、776億91

百万円となりました。

　損益面におきましては、売上総利益が前連結会計年度に比べ４億85百万円増加し、74億61百万円となり、これに伴い、

営業利益は前連結会計年度に比べ２億72百万円増加し、11億43百万円となりました。経常利益は営業利益の伸びによ

り前連結会計年度に比べ２億67百万円増加し、14億50百万円となりました。尚、防衛省向け輸入品価格に係わる過大請

求問題に関して、特別損失として違約損失引当金を８億43百万円計上したことなどにより、当期純利益につきまして

は、前連結会計年度に比べ６億45百万円減少の、３億39百万円を計上することとなりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

電機・エネルギー関連部門

　重電関連設備は、国内における製鉄・化学プラント業界の設備投資が引続き活況となり、売上を順調に伸ばしまし

た。また、火力発電所向け制御装置は、地球温暖化防止対策や原油価格の高騰の影響により、新規受注の獲得が厳しい

状況にありましたが、一部休止中の火力発電所の再稼動等によって堅調に推移しました。資源開発機器においては、日

本における石油掘削関連、および海洋探査関連事業が活発化し、大幅に売上を伸ばしました。この結果、売上高は前連

結会計年度に比べ135億72百万円増加の355億80百万円となり、営業利益は前連結会計年度に比べ４億59百万円増加の

５億67百万円となりました。

 

電子・航空関連部門

　航空機関連機器は、機体周辺機器において官庁向け、民間向けともに機体更新需要が高まった前年に比べ大幅に低迷

しました。また、電子機器では北米自動車産業向け照明部品の販売から撤退したため、売上高が大幅に減少しました。

この結果、売上高は前連結会計年度に比べ239億89百万円減少の138億43百万円となり、営業利益は前連結会計年度に

比べ４億４百万円減少の１億18百万円の損失となりました。

 

一般産業関連部門

　プラスチック関連では、中国における市場の拡大に伴い、自動車部品用及び家電用コーティング材の売上が増加しま

した。公共関連設備において採算面を重視した戦略に則り、順次撤退を進めた結果、売上高は前連結会計年度に比べ60

億37百万円減少の282億67百万円となりましたものの、営業利益は、プラスチック関連を中心に収益性が向上し、前連

結会計年度に比べ２億25百万円増加の7億円となりました。
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　所在地別セグメントの業績は次の通りであります。

日本

　北米自動車産業向け照明部品の販売から撤退したため、売上高は前連結会計年度に比べ145億95百万円減少の716億

34百万円となりました。しかしながら、プラスチック関連におけるコーティング材および製鉄・化学プラント業界向

けの重電関連設備が順調に推移したため、営業利益は前連結会計年度に比べ２億66百万円増加の７億79百万円と伸長

しました。

 

北米

　自動車産業向け樹脂は引き続き安定的に推移しておりますが、航空機関連機器等が低迷したため、売上高は前連結会

計年度に比べ８億７百万円減少の35億23百万円となり、営業利益は前連結会計年度に比べ38百万円減少の19百万円と

なりました。

 

東南アジア

　台湾における記録メディア向けの樹脂が低迷し、売上高は前連結会計年度に比べ10億51百万円減少の25億33百万円

となりましたが、中国におけるコーティング材の好調により、営業利益は前連結会計年度に比べ52百万円増加の３億

55百万円となりました。

(2) キャッシュフロー

　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ、６億６百万円減少致しまし

た。これに当連結会計年度に子会社のKBKフロンティア株式会社を新規に連結したことによる現金及び現金同等物の

収入50百万円を加え、現金及び現金同等物期末残高は24億25百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度末に比べ19億31百万円減少し、93百

万円の収入となりました。これは、たな卸資産の減少及び仕入債務の増加などによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度末に比べ11億60百万円減少し、13億

64百万円の支出となりました。これは、投資有価証券の取得などによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度末に比べ８億40百万円増加し、６億

83百万円の収入となりました。これは、短期借入金の増加などによるものであります。 
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２【売約及び売上等の状況】

(1) 売約及び売上等の状況

(イ)業態別

区分

前連結会計年度
(平成18.4.1～平成19.3.31)

当連結会計年度
(平成19.4.1～平成20.3.31)

期首
売約残高
(百万円)

売約高
(百万円)

売上高
(百万円)

期首
売約残高
(百万円)

売約高
(百万円)

売上高
(百万円)

期末
売約残高
(百万円)

輸出取引 1,297 4,139 4,641 795 5,501 5,481 814

比率(％)   4.9   7.1  

輸入取引 9,168 17,941 19,182 7,928 16,127 18,002 6,053

比率(％)   20.4   23.2  

外国間取引 2,207 31,734 31,319 2,622 10,290 10,742 2,171

比率(％)   33.3   13.8  

国内取引 20,846 39,456 39,003 21,300 37,831 43,464 15,666

比率(％)   41.4   55.9  

合計 33,520 93,272 94,146 32,646 69,750 77,691 24,705

比率(％)   100.0   100.0  

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(ロ)商品別

区分

前連結会計年度
(平成18.4.1～平成19.3.31)

当連結会計年度
(平成19.4.1～平成20.3.31)

期首
売約残高
(百万円)

売約高
(百万円)

売上高
(百万円)

期首
売約残高
(百万円)

売約高
(百万円)

売上高
(百万円)

期末
売約残高
(百万円)

電機・エネルギー

関連
16,281 26,885 22,007 21,158 31,444 35,580 17,023

比率(％)   23.4   45.8  

電子・航空関連 9,842 34,115 37,833 6,124 12,198 13,843 4,478

比率(％)   40.2   17.8  

一般産業関連 7,396 32,271 34,305 5,363 26,108 28,267 3,203

比率(％)   36.4   36.4  

合計 33,520 93,272 94,146 32,646 69,750 77,691 24,705

比率(％)   100.0   100.0  

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

EDINET提出書類

極東貿易株式会社(E02503)

有価証券報告書

11/89



(2) 仕入の状況

(イ)業態別

区分

前連結会計年度
(平成18.4.1～平成19.3.31)

当連結会計年度
(平成19.4.1～平成20.3.31)

仕入高(百万円) 比率(％) 仕入高(百万円) 比率(％)

輸出取引 4,862 5.6 5,878 8.4

輸入取引 19,671 22.6 13,141 18.7

外国間取引 25,076 28.9 10,541 15.0

国内取引 37,263 42.9 40,604 57.9

合計 86,873 100.0 70,166 100.0

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(ロ)商品別

区分

前連結会計年度
(平成18.4.1～平成19.3.31)

当連結会計年度
(平成19.4.1～平成20.3.31)

仕入高(百万円) 仕入高(百万円)

電機・エネルギー関連 28,372 35,537

電子・航空関連 36,237 12,727

一般産業関連 22,264 21,900

合計 86,873 70,166

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３【対処すべき課題】

　今後の見通しにつきましては、米国経済はサブプライム問題に起因する金融市場の混乱、原油価格の上昇等により景

気の減速が予想されます。ユーロ圏経済は、原油高、食料品高を受けて実質所得が低下し、個人消費は低迷し、また米国

経済減速の影響とユーロ高により、増加基調にありました輸出にもかげりがみられます。中国経済は、依然底堅い成長

が見込めるものの、五輪後の景気の停滞感は否めないものと思われます。　

　一方、国内経済は、五輪関連の内需が期待される中国と、オイルマネーを背景とした消費が好調な中東やロシア向け

の輸出は堅調と思われますが、米国経済減速の影響は大きく、輸出の高い伸びは期待できませんし、また、エネルギー

・原材料価格の高騰や円高の影響により、企業収益は弱含みとなり、更新需要の増加が見込まれながらも、企業の投資

意欲は減退の方向を辿ることが予想されます。

　こうした非常に厳しい経済環境が予想される中、当グループの中核である当社は昨年11月、おかげさまで創立60周年

を迎えることができました。しかし、今般の防衛省向け輸入品価格に係わる過大請求問題により、当グループ全体が極

めて大きな問題に直面しており、これらの問題を真摯に、そして迅速に対処していくことが当グループに求められた

喫緊且つ唯一無二の課題であると考えております。

　このため、平成20年度を最終年度とし、ここまで順調に推進してまいりました中期経営計画「KBK Wisdom 60A」の

変更を余儀なくされ、新たな中期経営計画を策定し発表する予定であります。

　短期的な事業計画については、当社のコア事業の一つであった航空関連事業は当面弱含みで推移せざるを得ない状

況を背景に、もう一つのコア事業である自動車関連事業への経営資源の集中と既存事業の拡大を当面の課題として、

当社のコアコンピタンスである「技術力」「営業力」に傾注してまいります。またこれらを迅速に行うために、「選

択と集中」をドラスチックに行い事業の集約を行ってまいります。長期的な事業計画については、従来から行ってき

た産学連携事業を重視する方針をさらに鮮明にし、優れた技術を持つ大学発のベンチャー企業等への積極的な投資活

動と販売サポートを行い将来的に当グループのコア事業にまで成長できるようサポートを行ってまいる所存であり

ます。

　さらに今後、収益面での落ち込みが懸念される中、これらを補完し収益構造を変革していくためには、他社との事業

連携のみならず資本提携を積極的に推進していく予定であります。

　経営管理の面では、コーポレートガバナンスの理念のもと、取締役会と監査役会の一層の機能向上を図ってゆきます

とともに、現在、当グループとして内部統制システムの整備に粛々と取り組んでおります。そして、的確且つ適正な情

報開示を重要な課題と位置づけ、株主、投資家の皆様をはじめとするすべてのステークホルダーの皆様に対し、当グ

ループの経営理念、戦略等の情報を適時に開示してまいります。
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　当社といたしましては、このような事態を招いた事実を極めて深刻に受け止めており、これまで以上に法の遵守と企

業倫理に基づいた行動を全社員が取るようコンプライアンス態勢を徹底させ、グループ内の倫理環境の整備に努める

とともに、コンプライアンスが経営の最重要課題であるとの認識を新たにして、再発防止と社会的信頼の回復に強い

決意をもって取り組む所存であります。

４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

１．マクロ経済環境の影響によるリスク

　当社グループはグローバルにビジネスを展開し、売上高の約４割を輸出入取引と外国間取引で占められており、取

扱製品、取扱サービスの販売先国、仕入先国または各地域の経済状況、景気動向および各国市場の影響を受けます。輸

出入取引においては特に米国との比重が高く、米国市場における景気後退や経済の動向は当社グループの業績およ

び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

２．為替リスク

　当社グループが行う輸出入取引及び外国間取引において外貨建決済を行うことに伴い、外貨レート変動のリスクが

あります。これらの取引に対し為替予約によるヘッジを行っておりますが全てが回避される保証はありません。

この他、当社グループの海外企業との取引により発生する販売仕入、費用、資産を含む当該外貨建ての項目は円換算

されており、換算時の為替レートによりこれらの項目の円換算後の価値が影響を受ける可能性があります。

３．製品に関するリスク

　当社グループが製品を輸入し国内で販売する場合には当社グループが製造物責任（ＰＬ）の責任主体とされるほ

か、輸出する製品についても輸出先において製品の欠陥に基づく賠償を請求される可能性があります。ＰＬ保険によ

りリスクヘッジを講じておりますが、最終的に負担する賠償額を全てカバーできる保証はなく、欠陥によっては賠償

額が多額となることも考えられ、当社グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

４．投資に関するリスク

　当社グループは、第三者との合弁事業、第三者に対する投資を通じて多様な事業分野に参入しております。しかしな

がら、これらの事業の進展は、当該事業のパートナーの業績や財政状態といった当社グループが制御しえない要因に

よる場合がありその予測が困難なことがあります。その結果、当社グループが重大な損失を被る可能性があり、当社

グループの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

５．カントリーリスク

　海外との取引、投資、資本・業務提携等の海外市場への事業進出には、各国および各地域の環境、経済情勢、諸事情に

より、法律や規制の変更、政治不安定、不利な税制や経済要因、テロ、戦争その他の社会的混乱等に起因したリスクが

想定されます。

　また、当社グループが事業活動を展開している各国における政治、法環境、税制の変化、労働力の確保、経済状況の変

化など予期せぬ事象により、代金回収、事業の遂行等に問題が生じるおそれがあります。

６．役職員の確保に関するリスク

　当社グループの事業活動において、エンジニアリングや先端技術の発掘には役職員各人の能力に基づく部分も多

く、優れた人材の確保または育成は必須の要素となります。優秀な人材の確保が出来なかった場合には、当社グルー

プの業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

７．法的規制に関するリスク

　当社グループは事業展開する国内外において様々な法律の適用を受けるほか、事業・投資の許認可、国家安全保障

またはその他の理由による輸出制限、関税をはじめとするその他の輸出入規制等、様々な規制の適用を受けます。こ

れらの法規制遵守のための費用負担が増加する可能性があるほか、これらの法規制を遵守出来なかった場合には、罰

則・罰金が科せられるとともに、当社グループの事業活動が制限され信用の低下を招き、当社グループの業績および

財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

８．退職給付費用および債務に関するリスク

　当社グループの従業員退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金資産の期待収

益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が変更された場合、一般

的には、将来の費用および計上される債務に影響を及ぼします。近年の割引率の低下および年金資産運用での損失に

より当社グループの年金費用は増加してきておりますが、一層の割引率の低下や運用利回りの悪化は、当社グループ

の業績および財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。

７【財政状態及び経営成績の分析】

　文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものです。

(1) 財政状態の分析

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

います。

　当社グループでは、この連結財務諸表の作成に際し、当社経営陣は決算日における資産・負債の数値及び偶発資産

・負債の開示、並びに決算期間における収益・費用の発表数値に影響を与える見積りを行っており、収益の認識・

投資・貸倒債権・棚卸資産・法人税等・外国為替・退職金・訴訟等に関する見積及び判断に対して継続的に評価

を行っております。実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

　当連結会計年度末の総資産につきましては、投資有価証券が減少したものの、売上債権が増加したことなどによ

り、前連結会計年度末に比べ40億44百万円増加し、401億44百万円となりました。

　負債につきましては仕入債務の増加などにより、前連結会計年度末に比べ52億58百万円増加し、236億13百万円と

なりました。純資産につきましてはその他有価証券評価差額金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ12億14

百万円減少し、165億30百万円となりました。

　当グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュフローではたな卸資産の減少及び仕入債務の増加などが主

要因となって93百万円の収入となりました。投資活動によるキャッシュフローでは投資有価証券の取得などにより

13億64百万円の支出となりました。財務活動によるキャッシュフローでは短期借入金の増加などにより６億83百万

円の収入となりました。この結果、当社グループの当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年

度末に比べ、６億６百万円減少し、これに当連結会計年度に子会社のＫＢＫフロンティア株式会社を新規に連結し

たことによる現金及び現金同等物の収入50百万円を加え、24億25百万円となりました。

(2) 経営成績の分析

①　売上高・売上総利益の状況

　当連結会計年度の売上高につきましては、北米自動車産業向け照明部品の販売から撤退したため、前連結会計年

度に比べ17.5％減少し、776億91百万円に留まりました。然しながら、売上総利益は中国向け自動車部品用及び家電

用コーティング材、並びに製鉄・化学プラント向け重電関連設備等が伸長し、また石油掘削用の資源開発機器も

堅調に推移したため、前連結会計年度に比べ7.0%増加し、74億61百万円と伸長いたしました。

②　営業利益の状況

　販売費及び一般管理費につきましては、引続き経費削減努力を続けてまいりましたが、当連結会計年度より連結

対象子会社が1社増加したことなどにより、前連結会計年度に比べ3.5％増加の63億18百万円となりました。

　この結果、営業利益につきましては、前連結会計年度に比べ31.3%増加し、11億43百万円となりました。これによ

り、売上高営業利益率は、前連結会計年度の0.9％から、当連結会計年度は1.5％の改善となりました。

③　経常利益の状況

　営業外損益につきましては、当連結会計年度は、受取配当金、受取保険金等が増加しましたが、為替差損が53百万

円発生したことなどにより、前連結会計年度の３億12百万円の利益から、当連結会計年度は３億７百万円の利益

となりました。

　この結果、経常利益につきましては、前連結会計年度に比べ22.6%増加し、14億50百万円となりました。　

④　当期純利益の状況

　特別損益につきましては、防衛省向け輸入品価格に係わる過大請求問題に関して、特別損失として違約損失引当

金を８億43百万円計上したことなどにより、前連結会計年度の30百万円の利益に対し、当連結会計年度は10億42

百万円の損失となりました。

　この結果、当連結会計年度の当期純利益につきましては、前連結会計年度に比べ65.6%減少し、３億39百万円の純

利益に留まりました。また、１株当たり当期純利益は前連結会計年度の36円74銭から、当連結会計年度は12円65銭

と減少し、自己資本利益率も前連結会計年度の5.6％から、当連結会計年度は2.0％と低下いたしました。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当期中に特記すべき設備投資並びに重要な設備の除却、売却等はありません。

２【主要な設備の状況】

(1) 提出会社の状況
　 平成20年３月31日現在

事業所名
(主な所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

備品
土地

(面積㎡)
合計

本店

(東京都

千代田区)

会社統括業務

他

統括業務施設

他
45 17 96

―

(―)
159 189

社宅・寮

(埼玉県

さいたま市他)

会社統括業務

他

福利厚生施設

他
232 0 0

197

(4,320.70)
431 ―

(2) 国内子会社の状況
　 平成20年３月31日現在

会社名
事業所名

(主な
所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

備品
土地

(面積㎡)
合計

日本システム

工業㈱

朝霞

営業所

(埼玉県

朝霞市)

電子・航空

関連事業

電子・航空

関連施設
0 1 1

―

(―)　
3 20

KBKオフィス

ワークス㈱

　

東京都

千代田区

　

一般産業

関連事業
― ― ― ―

―

(―)　
― 26

KBKフロン

ティア㈱

　

東京都

中央区

　

一般産業

関連事業

一般産業　

関連施設
― ― 3

―

(―)　
3 10

(3) 在外子会社の状況
　 平成20年３月31日現在

会社名
事業所名

(主な
所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(名)建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

備品
土地

(面積㎡)
合計

KBK Inc
本店

(New York)

電子・航空

関連事業

電子・航空

関連施設
― ― 2

―

(―)　
2 14

極東貿易

(上海)

有限公司

中国

上海

一般産業

関連事業

一般産業

関連施設
― ― 3

―

(―)　
3 19

　（注）１　従業員数には提出会社からの出向社員を含んでおります。

２　上記のほか、主要な賃借及びリース設備としてコンピュータ関連機器他(年間リース料23百万円)があります。

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　該当事項はありません。

(2) 重要な設備の除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月19日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 27,899,592 27,899,592
東京証券取引所

(市場第一部)
―

計 27,899,592 27,899,592 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額

(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成11年４月１日～

平成12年３月31日
1,118,253 27,899,592 451 5,030 451 4,630

　（注）　転換社債の転換による増加

（５）【所有者別状況】

　 平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数

(人)
- 27 27 74 33 2 3,234 3,397 ―

所有株式数

(単元)
- 7,047 331 5,430 1,698 8 13,073 27,587 312,592

所有株式数

の割合(％)
- 25.54 1.2 19.68 6.16 0.03 47.39 100.00 ―

　（注) １　自己株式1,109,670株は「個人その他」に1,109単元及び「単元未満株式の状況」に670株を含めて記載しており

ます。なお、期末日現在の実質的な所有株式数は1,109,670株であります。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式１単元を含めて記載しております。
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（６）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％)

日本トラステイ・サービス

信託銀行株式会社(信託口)
東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,633 5.85

株式会社　ＩＨＩ 同　　江東区豊洲３丁目１番１号 1,562 5.60

株式会社　三菱東京UFJ銀行 同　　千代田区丸の内２丁目７番１号 1,322 4.74

株式会社　三井住友銀行 同　　千代田区有楽町１丁目１番２号 987 3.54

三井住友海上火災保険株式会社 同　　中央区新川２丁目27番２号 914 3.28

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社(信託口)
同　　港区浜松町２丁目11番３号 732 2.62

ＳＧＳＳ／ＳＧＢＴ　ＬＵＸ

（常任代理人　香港上海銀行

 東京支店）

同　　中央区日本橋３丁目11番１号 535 1.92

ＣＢＮＹ ＤＦＡ ＩＮＴＬ

ＳＭＡＬＬ ＣＡＰ ＶＡＬＵＥ

ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ

（常任代理人　シテイバンク

銀行株式会社）

同　　品川区東品川２丁目３番１４号 491 1.76

東芝三菱電機産業システム

株式会社
同　　港区三田３丁目13番16号 484 1.73

藤倉化成株式会社 同　　板橋区蓮根３丁目20－７ 479 1.72

計 － 9,142 32.77

　（注) １　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　1,164千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　　246千株

２　当社は、自己株式1,109千株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合3.98％)を保有しておりますが、上記大

株主から除いております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

普通株式

1,109,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

26,478,000
26,478 ―

単元未満株式
普通株式

312,592
― ―

発行済株式総数 27,899,592 ― ―

総株主の議決権 ― 26,478 ―

　（注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権１個)含まれてお

ります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式670株が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計

(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

極東貿易株式会社

東京都千代田区大手町

２－２－１
1,109,000 - 1,109,000 3.98

計 ― 1,109,000 -　 1,109,000 3.98

（８）【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】
 【株式の種類等】

　

会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得
　

  

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　　 該当事項はありません。 

　

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　　 該当事項はありません。  

　

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 10,609 3,919,305

当期間における取得自己株式 200 46,800

（注）当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取
りによる株式は含まれておりません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 - - - 　 - 　

消却の処分を行った取得自己株式 - - - 　 - 　

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
- - - 　 - 　

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
394 136,900 680 161,160

保有自己株式数 1,109,670 - 1,109,190 -　

（注）当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買
取り及び売渡しによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主重視を経営上の基本方針のひとつとして位置づけ、継続的な安定成長につながる戦略投資へのファン

ドの確保を旨としております。利益配分につきましては、安定配当の継続を基本方針としつつ、当期及び来期以降の

業績を勘案し、業績に応じて株主に還元することが出来るよう努力していくことを基本方針としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　上記方針に基づき当期は1株当たり７円50銭の普通配当（うち中間配当３円75銭）を実施することを決定いたし

ました。この結果、当事業年度の配当性向（連結）は59.3％となりました。

　内部留保資金につきましては、企業体質の強化並びに営業活動推進のための運転資金として有効に活用し、株主資

本利益率の向上に努力する所存であります。

当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として、中間配当をすることができる。」旨を定款に定

めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成19年11月13日

取締役会決議
100 3.75

平成20年６月18日

定時株主総会決議
100 3.75

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第84期 第85期 第86期 第87期 第88期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 354 367 532 464 442

最低(円) 199 255 312 329 213

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別
平成19
10月 11月 12月 平成20年

１月
２月 ３月

最高(円) 361 370 389 333 275 258

最低(円) 331 309 343 231 225 213

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日
略歴

任期
所有株式数
 (千株)

代表取締役

会長
 入　江　邦　彦 昭和13年９月７日生

昭和37年３月 当社入社

（注）４ 63

昭和63年４月 総務部長

平成元年６月 取締役就任

平成３年６月 管理部門担当

平成５年６月 常務取締役就任

平成11年６月 専務取締役就任

平成13年６月 代表取締役専務取締役就任

管理部門管掌

平成15年10月 代表取締役副社長就任

平成19年６月 代表取締役会長就任(現)

代表取締役

社長
　 荒　木　信　哉 昭和14年４月７日生

昭和39年４月 当社入社

（注）４ 54

平成５年１月 産業機械部長

平成８年４月 理事プラスチック部長兼新素材

部長

平成９年６月 取締役就任　営業部門担当

平成13年６月 常務取締役就任

平成16年６月 専務取締役就任営業部門管掌

平成17年６月 代表取締役社長就任(現)

専務取締役 管理部門担当 佐　藤　博　史 昭和17年１月25日生

昭和39年３月 当社入社

（注）４ 50

昭和62年６月 経理部長

平成７年４月 財務部長

平成７年６月 常勤監査役就任

平成15年６月 取締役就任

管理部門担当(現)

平成17年６月 常務取締役就任 

平成19年６月 専務取締役就任(現)

専務取締役 営業部門管掌 栗　原　正　躬 昭和20年８月25日生

昭和44年４月 当社入社

（注）４ 37

平成４年12月 新素材部長

平成12年４月 理事新素材部長

平成13年６月 取締役就任

新素材部長

平成14年４月 営業部門担当

平成15年６月 極東貿易（上海）有限公司董事

長就任（現） 

平成16年６月 常務取締役就任

平成18年６月 取締役　社長補佐　中国・台湾・

新規事業担当

平成19年６月 専務取締役就任

営業部門管掌(現)

取締役  武　井　俊　文 昭和５年９月27日生

昭和28年４月 石川島播磨重工業株式会社入社

（注）４ －

昭和60年６月 同社取締役営業本部副本部長

昭和61年６月 同社取締役営業本部長

平成元年６月 同社常務取締役営業本部長

平成３年７月 同社常務取締役営業総括本部長

平成５年６月 同社専務取締役営業総括本部長

平成６年６月 同社代表取締役副社長

平成７年６月 同社代表取締役社長

平成13年６月 同社相談役

平成19年６月 当社取締役就任(現)

取締役 営業部門担当 木　村　滋　利 昭和22年５月７日生

昭和47年４月 当社入社

（注）４ 14

平成９年５月 極東貿易（上海）総経理（現）

平成14年11月 上海駐在員事務所長兼北京連絡

員事務所長

平成16年４月 理事上海駐在員事務所長兼北京

連絡員事務所長

平成17年６月 執行役員中国グループ長上海駐

在員事務所長兼北京連絡員事務

所長

平成19年６月 取締役就任　営業部門担当(現)　
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役名 職名 氏名 生年月日
略歴

任期
所有株式数
 (千株)

取締役 営業部門担当 廣　阪　　　明 昭和22年12月２日生

昭和46年３月 当社入社

（注）４ 10

平成14年２月 プラスチック部長

平成16年４月 理事プラスチック部長

平成17年６月 執行役員メディア・素材グルー

プ長

平成18年４月 執行役員メディア・素材グルー

プ長フード・エンジニアリング

部長

平成19年６月 取締役就任　営業部門担当(現)

取締役 営業部門担当 久　世　　　了 昭和24年５月27日生

昭和48年４月 当社入社

（注）４ 13

平成12年７月 KBKInc 総支配人

平成16年４月 理事KBKInc 総支配人

平成17年６月 執行役員米州・欧州グループ長

KBK Inc 総支配人

平成18年６月 執行役員米州・欧州・計装グ

ループ長

平成19年６月 日本ベーレー株式会社代表取締

役就任（現） 

平成19年６月 取締役就任　営業部門担当(現)

常勤監査役 　 奥　山　　　茂 昭和21年４月23日生

昭和45年３月 当社入社

（注）５ 11
平成13年６月 経理部長

平成15年４月 営業管理部参事

平成16年６月 常勤監査役就任(現)

常勤監査役 　 宮　口　秀　人 昭和24年12月28日生

昭和49年４月 株式会社東京銀行(現三菱東京

UFJ銀行)入行

（注）５ 11

平成11年２月 株式会社東京三菱銀行（現三菱

東京UFJ銀行)品川駅前支店長

平成12年10月 株式会社東京三菱銀行新丸の内

支店長

平成13年２月 株式会社東京三菱銀行新丸の内

支社長

平成15年４月 当社常勤顧問

平成16年６月 常勤監査役就任(現)

監査役 　 藤　田　耕　三 昭和７年１月11日生

平成元年11月 千葉地方裁判所長

（注）５ －

平成３年５月 東京地方裁判所長

平成５年３月 仙台高等裁判所長官

平成７年11月 広島高等裁判所長官

平成９年３月 弁護士登録(現)

平成９年６月 公安審査委員会委員長

平成10年６月 当社監査役就任(現)

平成13年12月 東京都地方労働委員会会長

監査役 　 田　辺　信　彦 昭和22年２月２日生

昭和47年３月 弁護士登録(現)

（注）６ －

昭和53年６月 田辺総合法律事務所開設(現)

平成６年６月 第一東京弁護士会副会長

平成15年４月 日本弁護士連合会常務理事

平成17年６月 当社監査役就任(現)

計 262

　（注) １　取締役武井俊文は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。

２　監査役藤田耕三、田辺信彦は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

３　当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各グループの業務執

行機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。

執行役員は５名で、上席執行役員　雨宮　皓、上席執行役員　星野泰通、執行役員　内田民男、執行役員　小川幸

雄、執行役員　三戸純一です。

４　平成19年６月19日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

５　平成20年６月18日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６　平成17年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】

(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社グループは、株主、投資家の皆様をはじめ、全てのステークホルダーの皆様からの信頼をより高め、企業価値の

向上を常に目指す経営に取り組んでおります。法律を遵守し経営の健全性を高め、公平で透明性の高い企業活動を

進めることが、企業の社会的責任を全うし、企業の社会的信頼を高めることであると認識しております。それ故、

コーポレート・ガバナンスの確立を経営上の重要課題と位置づけ、取締役会及び監査役会の機能向上をはじめ、リ

スク管理体制の強化、コンプライアンス意識の向上、そしてIR機能の充実等に努めております。

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

①　コーポレート・ガバナンス体制

　当社は、規模や業態等の実質面から、現行の取締役会・監査役会の設置によるコーポレート・ガバナンス体制

が、当社にとって適切かつ合理的であると判断しており、「委員会等設置会社」には移行しておりませんが、会

社法等による監視監督機能強化の方向性を念頭に、執行役員制度導入やガバナンス委員会をはじめとする各種

機能委員会の運用強化を通じて、実質的にそうした監視監督機能と同等の機能を実現できるよう、また、社外取

締役には経営戦略会議やガバナンス委員会への参画をお願いするなどして、より客観性や透明性を高める仕組

みとなるよう努めております。

　なお、平成18年５月12日開催の取締役会において、会社法等に基づく「内部統制システム」構築に関する基本

方針について決定し、平成18年５月15日付で東京証券取引所に開示しております。現在のところ、当該決定内容

に変更はありません。

　今後も引き続き、社会の要求する現代的なコーポレート・ガバナンスの考え方を積極導入し、内部統制システ

ム等も適切に見直すなどして、より適正かつ効率的な体制を実現することといたします。

②　「取締役会」及び執行役員制度

　当社は、迅速且つ合理的な意思決定を行うため、定款で取締役を10名以内と定めるとともに、執行役員制度を導

入しております。平成20年６月18日現在、「取締役会」は、８名の取締役で構成され、うち１名を社外取締役とし

ております。社外取締役との間では、平成19年６月19日開催の当社定時株主総会開催後、「社外取締役の責任限

定契約」を締結しております。

　また、当社では、取締役と執行役員の兼務は行わず、「取締役会」及び各取締役を経営意思決定及び業務執行監

督を行う機関として位置づけ、当社規程に基づき、業務執行を担う執行役員及び各役職者に対し、業務執行上必

要な権限を適切に委譲して、機動的かつ効率的な業務の遂行・管理が行えるよう配慮しております。

③　「経営戦略会議」

　「経営戦略会議」は、当社規程に基づき平成15年10月に設置された会議体で、「取締役会」での審議に先立ち、

経営目標・戦略、会社事業全般に関する重要事項等経営全般に関する重要事項を討議検討することとしており

ましたが、代表取締役２名と社外取締役１名を構成員とし、上席執行役員のうち２名を事務局とする代表取締役

社長直轄の経営戦略に関する諮問機関に変更しました。

④　「ガバナンス委員会」

　当社では、経営の監視監督機能強化を目的の１つとする会社法の施行を好機と捉え、平成18年５月、代表取締役

社長直轄の「ガバナンス委員会」を設置しました。ガバナンス委員会は、代表取締役２名と社外取締役１名を構

成員とし、コーポレート・ガバナンスにかかる諸施策の企画等を行うほか、当社に既設の「輸出管理委員会」、

「投融資委員会」、「企業倫理・コンプライアンス委員会」等の各種機能委員会の運営監理等を行うこととし

ており、本格的に運用を開始することとしております。

⑤　「監査役会」

　当社は、監査役会設置会社であり、監査役会は監査役４名で構成し、その内２名は社外監査役であり、社外監査

役２名と社内監査役２名により、取締役の職務に対する監査機能を実現しております。社外監査役との間では、

平成18年６月21日開催の当社定時株主総会において定款の一部変更が行われ、「社外監査役の責任限定契約」

を締結しております。
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　監査役は、取締役会はもちろん、その他重要な会議に出席し取締役の職務執行を常時監督する体制を取ってい

るほか、当社のコーポレート・ガバナンス体制やリスク管理システムが適法かつ適正に機能しているか否か等、

当社の経営監査等を行っております。

⑥　業務監査

　当社は、内部監査部門として代表取締役社長直属の組織として「監査室」を設置しております。「監査室」に

はこれまでの２名に１名増員して合計３名を配置し、監査計画に基づき業務の適法性や適正性等について定期

的に監査を実施し、その結果を代表取締役社長に報告することはもちろん、「監査役」にも同様に報告を行って

おります。

⑦　業務を執行した公認会計士の氏名、所属監査法人等

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名

指定社員・業務執行社員　　荒井卓一 あずさ監査法人

指定社員・業務執行社員　　水谷英滋 あずさ監査法人

（注）　監査業務に係わる補助者は下記による公認会計士及び会計士補を構成員として、監査法人が決

定しております。

公認会計士　　　２名

会計士補　　　　４名

その他　　　　　５名

⑧　コンプライアンス

　経済のグローバル化、情報化、顧客意識の変化に伴い、国際的に「企業の社会的責任」の認識が高まっているの

を受けて、当社グループの持続的発展を念頭に、社会や環境との相互関係の中で社会・ステークホルダーの信頼

を得るべく、以下の活動を推進中です。

規範の導入

・極東貿易グループ行動憲章　（平成17年５月導入の「企業行動基準」を平成18年10月グループ行動憲章に

変更）

・役職員行動規範（平成17年５月導入）

・個人情報保護規程（平成17年４月導入）

・情報管理方針（平成17年７月導入）

・環境管理方針（平成17年７月導入）

・グリーン購入に関するガイドライン（平成17年10月導入）

周知・徹底

　上記各規範を社内に公表する一方、繰り返し周知して、全従業者が経営方針を理解し、法の遵守と企業倫理に

基づいた行動を取るよう、グループ内の倫理環境の整備、周知徹底と企業文化としての定着を推進いたします。

社内体制

　当社では、経営理念の１つである法令遵守をより徹底し、コンプライアンス推進を強化するため、当社に代表

取締役社長直属の機関である「企業倫理・コンプライアンス委員会」を設置しております。同委員会では、代

表取締役会長をコンプライアンス・オフィサー兼委員長、弁護士１名を外部常任委員としており、定期的に会

を開催してコンプライアンスに関連する諸施策の検討等を行っております。また、同委員会には、企業倫理やコ

ンプライアンス違反事案の通報・報告窓口として「ヘルプライン」を設置しており、外部の窓口には弁護士事

務所を指定しております。通報・報告事案で調査等が必要な場合は、委員である弁護士、あるいは外部窓口の弁

護士事務所からの指導・助言を受けて、公正中立かつ適正に対処することとしております。

　また、当社では、組織・役職の責任と権限の明確化、権限の委譲についての枠組みを設定し、「審査部門」や

「投融資委員会」等による審査、及び「監査室」による事後チェック体制も充実させており、法令違反等が生

じた場合は、諸規程等に基づき、「賞罰委員会」に諮るなどしたうえで、適正かつ厳正な処分を行うこととして

おります。
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　なお、当社のコーポレート・ガバナンス体制の模式図は次の通りです。

 現状の当社のコーポレート・ガバナンス体制は上述のとおりですが、今般の防衛省向け輸入品価格に係わる過大請

求問題に関して、再発防止及びコンプライアンスを徹底すべく、第三者調査委員会や監査法人からのご助言を受け

て、あらためて当社のコンプライアンス態勢を見直し、下記のとおり、コンプライアンス・再発防止策の大綱を策定

いたしました。今後は、ここに掲げさせていただきました、各施策の実施と徹底に強い決意を持って誠実に取り組み、

一日でも早い信頼の回復へと努めて参る所存です。

記

1．経営トップによるコンプライアンス宣言

　社長として、これまで以上に率先垂範してコンプライアンスを社内全員に推進・徹底していくことを宣言す

るとともに、全役職員に対し、法令及び社会の良識に従った業務遂行を徹底するよう改めて厳命いたします。

2．グループ企業行動憲章、役職員行動規範の改定

　上記の経営トップによるコンプライアンス宣言や今般の事件の反省、ここに掲げておりますコンプライアン

ス施策を踏まえ、弊社の基本理念を支えるグループ企業行動憲章、役職員行動規範を改定し、法令遵守、適正な

事業活動に向けた体制をさらに強化していくための礎といたします。

3．役職員のコンプライアンス意識向上

1) 誓約書の提出

　全役員及び管理職から、自ら違法行為を行わないこと、配下の従業員に対し、法令遵守につき指導・監督を徹

底し違法行為をさせないことを誓約し、適法性に疑義がある場合には、所定の窓口に相談することを約束する

旨の誓約書を徴求いたします。また、管理職以外の従業員にも、誓約書の提出を求めていくことを今後検討し

て参ります。
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2)　コンプライアンス教育の強化

　すでに実施の弁護士等外部専門家によるコンプライアンス教育講演やeラーニングによる個別学習に加え

て、ディスカッション形式の集合研修を組み合わせる等して、法令遵守の基礎となる知識の習得及びコンプ

ライアンスに向けた意識の一層の向上を図ります。

4．コンプライアンス体制強化のための組織改革

1)　企業倫理・コンプライアンス委員会改革

　弊社ではコンプライアンスに関する基本方針・計画の起案および進捗管理等、コンプライアンス違反事案

の調査・再発防止策の審議等を行う企業倫理・コンプライアンス委員会を設置しておりますが、同委員会の

専門性を高めるために、同委員会構成メンバについて弁護士等の外部専門家の増員や、同委員会の独立性を

強化する等その地位の強化を検討して参ります。

2)　部門・部署におけるコンプライアンス責任者・担当者の設置

　現在設置のコンプライアンス担当取締役（Chief Compliance Officer）に加え、各部門・部署にコンプライア

ンス責任者・担当者を設置し、コンプライアンス意識を高めるとともに、これらの責任者・担当者に、コンプ

ライアンスに関する施策の遂行にあたっての一定の役割や、企業倫理・コンプライアンス委員会の補助者と

しての役割を担わせ、同委員会の活動を強化を検討して参ります。

3)　部門間の人事交流・異動の活性化

　今般のような事件が水面下で発生しないよう、風通しの良い組織風土を育てるために、従来以上に部門間で

の人事交流・異動を活性化して参ります。

4)　経営陣への第三者的アドバイザリ機関の設置の検討

　弊社の経営陣に対し、弊社のガバナンスやコンプライアンス体制を含む経営事項全般につき適切なアドバ

イスをする、社外の専門家により構成される諮問機関の設置を検討して参ります。

5．適切な文書管理体制の構築に向けた措置

　今般の事案を教訓として、同様の事態が二度と発生しないよう、各種文書の管理体制を整えるとともに、文書

内容の検証を可能とする体制や仕組みを早急に構築して参ります。

　また、企業倫理・コンプライアンス委員会等と連携するなどして、弊社内の内部監査機能を充実・強化する等

して、実効性のある当該体制や仕組みの運営が可能となるよう検討して参ります。

6．各種モニタリング機能の強化

1)　内部通報制度の改善及び社内リニエンシー制度の導入

　内部通報制度につき、さらなる匿名性の徹底や従業員への周知をするなどして、利用しやすいものへと改

善いたします。また、併せて、違法行為の早期発見及び抑止の観点から、自ら違法行為に関与していたとして

も、それを自主的に申告した者については弊社内の社内処分を減ずることとする制度を導入することを検

討して参ります。

2)　コンプライアンス相談窓口の設置

　日々の業務を行う中で、適法性につき疑義のあるものがあればこれを随時相談、問い合わせることのでき

る窓口を設置いたします。また、必要があれば、ここで受け付けた相談事項については、適宜、企業倫理・コ

ンプライアンス委員会に報告する体制とし、相談事項については、必要に応じて専門的な見地からも適切な

対応がなされるような体制を構築いたします。

⑨　中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって

毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。

(3）役員報酬の内容　

　当社の社内取締役に対する報酬は185百万円となっており、社外取締役に対する報酬は３百万円であります。また、

監査役に対する報酬は49百万円であります。

(4）監査報酬の内容

　当社があずさ監査法人と締結した公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく

報酬は27百万円であります。

　なお、公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬以外の業務に基づく報酬

は12百万円であります。
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(5）社外取締役および社外監査役との関係

　当社取締役８名のうち社外取締役が１名、当社監査役４名のうち社外監査役が２名就任しております。

　有価証券報告書提出日現在、社外取締役である武井俊文氏が相談役を務める株式会社IHIは当社の発行済株式総数

の5.60％を所有する株主であります。

　その他、当社と社外取締役および社外監査役との間には人的関係、資本的関係、取引関係、その他利害関係はありま

せん。

(6）社外取締役および社外監査役との間で締結した責任限定契約の内容の概要

　社外取締役および社外監査役は、当社と、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金６百万円または会社法第

425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額としております。
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第５【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以下

「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２　監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の

連結財務諸表及び前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について、並びに、金融商品

取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の連結財

務諸表及び当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）の財務諸表について、あずさ監査法人により

監査を受けております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

　 　
前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

(資産の部) 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  3,017   2,458  

２　受取手形及び売掛金 ※４  16,476   22,202  

３　たな卸資産 　  2,792   2,029  

４　繰延税金資産 　  478   254  

５　その他 　  2,330   2,882  

６　貸倒引当金 　  △53   △53  

流動資産合計 　  25,042 69.4  29,774 74.2

Ⅱ　固定資産 　       

(1) 有形固定資産 　       

１　建物及び構築物 　 909   908   

減価償却累計額 　 596 312  619 289  

２　機械装置及び運搬具 　 129   70   

減価償却累計額 　 114 15  51 18  

３　備品 　 541   583   

減価償却累計額 　 451 89  475 107  

４　土地 　  202   198  

有形固定資産計 　  620 1.7  614 1.5

(2) 無形固定資産 　  275 0.8  216 0.5

(3) 投資その他の資産 　       

１　投資有価証券 ※１  9,067   7,914  

２　長期貸付金 　  344   105  

３　繰延税金資産 　  －   533  

４　その他 ※１  1,222   1,165  

５　貸倒引当金 　  △472   △180  

投資その他の資産合計 　  10,161 28.1  9,538 23.8

固定資産合計 　  11,057 30.6  10,369 25.8

資産合計 　  36,099 100.0  40,144 100.0
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前連結会計年度

(平成19年３月31日)
当連結会計年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

(負債の部) 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形及び買掛金 ※４  13,362   17,194  

２　短期借入金 　  910   1,850  

３　未払法人税等 　  72   68  

４　賞与引当金 　  371   344  

５　投資損失引当金 　  75   －  

６　違約損失引当金 ※５　  －   843  

７　その他 　  1,547   2,092  

流動負債合計 　  16,341 45.2  22,393 55.8

Ⅱ　固定負債 　       

１　繰延税金負債 　  601   －  

２　長期未払金 　  －   214  

３　退職給付引当金 　  1,060   1,004  

４　役員退職慰労引当金 　  352   －  

固定負債合計 　  2,013 5.6  1,219 3.0

負債合計 　  18,355 50.8  23,613 58.8

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  5,030 13.9  5,030 12.5

２　資本剰余金 　  4,630 12.8  4,630 11.6

３　利益剰余金 　  6,521 18.1  6,594 16.4

４　自己株式 　  △336 △0.9  △339 △0.8

株主資本合計 　  15,846 43.9  15,915 39.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額
金

　  1,910 5.3  725 1.8

２　繰延ヘッジ損益 　  40 0.1  △64 △0.2

３　為替換算調整勘定 　  △52 △0.1  △48 △0.1

評価・換算差額等合計 　  1,898 5.3  611 1.5

Ⅲ　少数株主持分 　  － －  3 0.0

純資産合計 　  17,744 49.2  16,530 41.2

負債純資産合計 　  36,099 100.0  40,144 100.0
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②【連結損益計算書】

　 　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％)

Ⅰ　売上高 　  94,146 100.0  77,691 100.0

Ⅱ　売上原価 　  87,169 92.6  70,230 90.4

売上総利益 　  6,976 7.4  7,461 9.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１　給料手当及び役員報酬 　 2,269   2,375   

２　従業員賞与 　 339   382   

３　賞与引当金繰入額 　 335   311   

４　退職給付費用 　 200   192   

５　役員退職慰労引当金
　　繰入額

　 44   11   

６　減価償却費 　 150   167   

７　貸倒引当金繰入額 　 47   －   

８　その他 　 2,718 6,105 6.5 2,876 6,318 8.1

営業利益 　  870 0.9  1,143 1.5

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 29   28   

２　受取配当金 　 122   154   

３　賃貸料収入 　 4   4   

４　受取保険金 　 －   66   

５　為替差益 　 7   －   

６　持分法による投資利益 　 150   105   

７　その他 　 43 357 0.4 22 382 0.5

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 13   13   

２　為替差損 　 －   53   

３　その他 　 31 45 0.0 8 75 0.1

経常利益 　  1,183 1.3  1,450 1.9

Ⅵ　特別利益 　       

１　固定資産売却益 ※１ 4   0   

２　投資有価証券売却益 　 195   36   

３　投資損失引当金戻入額 　 －   25   

４　貸倒引当金戻入額 　 －   20   

５　ゴルフ会員権売却益 　 －   32   

６　その他 　 1 201 0.2 － 114 0.1

Ⅶ　特別損失 　       

１　固定資産処分損 ※２ 9   6   

２  減損損失  ※３ 8   4   

３　投資有価証券売却損  26   －   

４　投資有価証券評価損 　 33   295   

５　貸倒引当金繰入額 　 70   －   

６　違約損失引当金繰入額 　 －   843   

７　ゴルフ会員権売却損 　 －   0   

８　ゴルフ会員権評価損 　 －   6   

９　その他 ※４ 6 170 0.2 － 1,156 1.5

税金等調整前
当期純利益

　  1,214 1.3  408 0.5

法人税、住民税
及び事業税

　 152   97   

法人税等調整額 　 77 229 0.2 △27 70 0.1

少数株主損失 　  － －  1 0.0

当期純利益 　  984 1.1  339 0.4
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

5,030 4,630 5,738 △331 15,067

連結会計年度中の変動額      

利益処分による利益配当   △100  △100

剰余金の配当   △100  △100

利益処分による役員賞与   △0  △0

当期純利益   984  984

自己株式の取得    △5 △5

自己株式の処分  0  0 0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ 0 783 △4 778

平成19年３月31日　残高
（百万円）

5,030 4,630 6,521 △336 15,846

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評
価差額金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

2,155 － △98 2,056 17,124

連結会計年度中の変動額      

利益処分による利益配当    － △100

剰余金の配当    － △100

利益処分による役員賞与    － △0

当期純利益    － 984

自己株式の取得    － △5

自己株式の処分    － 0

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△245 40 46 △158 △158

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△245 40 46 △158 620

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,910 40 △52 1,898 17,744

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

5,030 4,630 6,521 △336 15,846

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △254  △254

当期純利益   339  339

自己株式の取得    △3 △3

自己株式の処分  0  0 0

連結範囲変更に伴う減少高   △11  △11

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

－ 0 73 △3 69
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株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成20年３月31日　残高
（百万円）

5,030 4,630 6,594 △339 15,915

　

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定
評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,910 40 △52 1,898 － 17,744

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当    －  △254

当期純利益    －  339

自己株式の取得    －  △3

自己株式の処分    －  0

連結範囲変更に伴う減少高    －  △11

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）

△1,185 △105 3 △1,286 3 △1,283

連結会計年度中の変動額合計
（百万円）

△1,185 △105 3 △1,286 3 △1,214

平成20年３月31日　残高
（百万円）

725 △64 △48 611 3 16,530
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　   

税金等調整前当期純利益 　 1,214 408

減価償却費 　 151 168

減損損失 　 8 4

固定資産売却益 　 △4 △0

持分法による投資利益 　 △150 △105

賞与引当金の増加額（△減少額） 　 168 △26

退職給付引当金の減少額 　 △90 △55

貸倒引当金の増加額（△減少額） 　 100 △289

投資損失引当金の減少額 　 △173 △75

違約損失引当金の増加額 　 － 843

受取利息及び受取配当金 　 △152 △182

支払利息 　 13 13

投資有価証券評価損 　 33 295

固定資産関連損 　 9 6

投資有価証券売却益 　 △195 △36

売上債権の減少額（△増加額） 　 2,135 △5,580

たな卸資産の減少額 　 65 729

前渡金の減少額(△増加額) 　 503 △352

未収入金の増加額 　 △86 △284

その他流動資産の減少額（△増加額） 　 △97 1

仕入債務の増加額（△減少額） 　 △1,694 3,769

未払金の増加額 　 55 30

前受金の増加額（△減少額） 　 △20 588

その他流動負債の増加額（△減少額） 　 19 △23

その他 　 217 180

小計 　 2,030 26

利息及び配当金の受取額 　 171 200

利息の支払額 　 △13 △11

法人税等の支払額 　 △164 △122

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 2,024 93

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　   

定期預金の預入れによる支出 　 △72 △70

定期預金の払戻しによる収入 　 87 73

投資有価証券の取得による支出 　 △1,206 △1,314

投資有価証券の売却による収入 　 1,203 69

有価証券取得による支出 　 △100 －

有価証券売却による収入 　 100 －

固定資産の取得による支出 　 △42 △109

固定資産の売却による収入 　 56 1

短期貸付金の純増加額 　 △20 －

長期貸付金の純増加額 　 △258 △45

差入保証金の純減少額（△純増加額） 　 0 △2

その他 　 47 33

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △203 △1,364
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前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　   

短期借入金の純増加額 　 46 941

自己株式取得による支出 　 △5 △3

自己株式売却による収入 　 0 0

配当金の支払額 　 △199 △254

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △157 683

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 　 23 △17

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 　 1,686 △606

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 　 1,294 2,980

Ⅶ　新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 　 － 50

Ⅷ　現金及び現金同等物期末残高 　 2,980 2,425
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結の範囲に含めた子会社は4社であります。

KBKオフィスワークス㈱については、当連結会計年度

において新たに設立したため、当連結会計年度より連

結の範囲に含めております。

連結子会社は、「第１　企業の概況」の４ 関係会社の

状況に記載しております。

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結の範囲に含めた子会社は５社であります。

KBKフロンティア㈱については、当連結会計年度にお

いて重要性が増したため、当連結会計年度より連結の

範囲に含めております。

連結子会社は、「第１　企業の概況」の４ 関係会社の

状況に記載しております。

(2) 連結の範囲に含まれない子会社は、

KBK Europe GmbH 及び KBK フロンティア株式会社

の２社でその合計額において、総資産、売上高、当期純

損益及び利益剰余金等はいずれも小規模であり、連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。

(2) 連結の範囲に含まれない子会社は、

KBK Europe GmbH１社でその合計額において、総資

産、売上高、当期純損益及び利益剰余金等はいずれも

小規模であり、連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

おりません。

　

２　持分法の適用に関する事項 ２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した会社は日本ベーレー㈱、

Adaptive Energy Systems,Inc.の2社であります。

(1)持分法を適用した会社はABB日本ベーレー㈱、

Adaptive Energy Systems,Inc.の2社であります。 

(2) 持分法を適用しない会社は非連結子会社

KBK Europe GmbH 、KBKフロンティア株式会社及び

関連会社新昌越峰不銹鋼鋳造有限公司、尼利可自動控

制机器(上海)有限公司、藤倉化成塗料(天津)有限公司、

滄州正旭精密鋳造有限公司、株式会社ソキエ、藤倉化

成(佛山)塗料有限公司で、その合計額において、当期純

損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要な影響を及ぼしておりません。

(3) LITS Co.,Ltd.は当社が同社株式を売却したため、持分

法の適用範囲から除外しております。 

(2) 持分法を適用しない会社は非連結子会社

KBK Europe GmbH及び関連会社新昌越峰不銹鋼鋳造

有限公司、尼利可自動控制机器(上海)有限公司、藤倉化

成塗料(天津)有限公司、滄州正旭精密鋳造有限公司、㈱

ソキエ、藤倉化成(佛山)塗料有限公司で、その合計額に

おいて、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要な影響を及ぼして

おりません。

(3)  　　　　　　―――――――　

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうちKBK Incの決算日は１月31日、また極

東貿易(上海)有限公司の決算日は12月31日であり、決算

日の差異が３ヶ月を超えていないので当該子会社の決

算を基礎として連結財務諸表を作成しております。

　なお、決算日が異なることから生じる連結会社間の重

要な取引の差異については、連結財務諸表作成上必要な

調整を行っております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

　

　

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法により処理、売却

原価は移動平均法により算出)

４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ　有価証券

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

ロ　デリバティブ

時価法

ロ　デリバティブ

同左

 

EDINET提出書類

極東貿易株式会社(E02503)

有価証券報告書

36/89



前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

ハ　たな卸資産

当社及び国内連結子会社は主として総平均法に

よる原価法、但し一部個別受注品については個別

法による原価法を採用し、在外連結子会社は先入

先出法による低価法を採用しております。

ハ　たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

イ　有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法を採用し、耐用

年数及び残存価値については法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。在外連結

子会社は主として見積耐用年数に基づく定額法

を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

イ　有形固定資産

同左

　

　　　　　　　　――――――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　　　――――――― 

（会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴

い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産について、改正後の法人

税法に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益は、それぞれ７百万円減少しており

ます。

（追加情報） 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達した連結会

計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益は、それぞれ３百万円減少しており

ます。 

ロ　無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては当社の

利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用してお

ります。

ロ　無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

当社及び国内連結子会社は債権の貸倒による損

失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

イ　貸倒引当金

同左

ロ　賞与引当金

当社及び国内連結子会社は従業員の賞与の支給

に備えるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。

ロ　賞与引当金

同左

ハ　投資損失引当金

関連会社等に対する投資に係る損失に備えるた

め、将来発生する可能性のある損失見込額を計上

しております。

ハ　　　　　　　――――――― 
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

二　　　　　　　――――――― 　 二　違約損失引当金

防衛省への過大請求事案に対しての返金に備え

るため、第三者調査委員会の算定額に基づき計上

しております。 

ホ　退職給付引当金

当社及び国内連結子会社は従業員の将来の退職

給付に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13

年)による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度より費用処理しております。

ホ　退職給付引当金

当社及び国内連結子会社は従業員の将来の退職

給付に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連

結会計年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(11

年)による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年

度より費用処理しております。

ヘ　役員退職慰労引当金

当社及び国内連結子会社は役員の退職慰労金の

支出に充てるため、内規に基づく連結会計年度末

要支給額を計上しております。

ヘ　　　　　　　――――――― 　　

（追加情報） 

従来、役員の退職慰労金の支出に充てるため、内

規に基づく連結会計年度末要支給額を計上して

おりましたが、当社は平成19年６月19日開催の定

時株主総会において、また、一部の国内連結子会

社は平成20年２月20日開催の臨時株主総会にお

いて、役員退職慰労金制度の廃止を決議し、廃止

日までの在任期間に対応する役員退職慰労金を

打切り支給（支給時期は、各役員の退任時）する

こととしたため、当社及び一部の国内連結子会社

の役員退職慰労引当金を全額取崩し、打切り支給

額の未払い分については、固定負債の長期未払金

として計上しております。  

(4) 重要なリース取引の処理方法

連結会社は、リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

(5) 重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替

予約については振当処理の要件を満たしている

場合は、振当処理を採用しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

イ　ヘッジ会計の方法

同左

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務、外貨建予定取

引

ロ　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…同左

ヘッジ対象…同左

ハ　ヘッジ方針

社内管理制度に基づき、提出会社経理部及び各子

会社管理部門にて契約の管理を行い、為替変動リ

スク及び金利変動リスクをヘッジしております。

ハ　ヘッジ方針

社内管理制度に基づき、提出会社経理部及び各子

会社管理部門にて契約の管理を行い、為替変動リ

スクをヘッジしております。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法

為替予約については、ヘッジ対象となる為替予約

の通貨種別、期日、金額の同一性を確認すること

により有効性を判定しております。

ニ　ヘッジ有効性評価の方法

同左
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式に

よっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　全面時価評価法によっております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　該当事項はありません。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

　該当事項はありません。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及

び現金同等物)は手許現金、随時引き出し可能な預金及

び取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する定期預

金からなっております。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は17,704百万

円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後

の連結財務諸表規則により作成しております。

　

　

   　　　　　　　　―――――――　
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（表示方法の変更）

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「特別損失」の「その

他」に含めておりました「投資有価証券売却損」

（前連結会計年度２百万円）は、重要性が増したた

め、当連結会計年度より区分掲記しております。

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「そ

の他」に含めておりました「受取保険金」（前連

結会計年度11百万円）は、重要性が増したため、当

連結会計年度より区分掲記しております。

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　非連結子会社及び関連会社に対する主な資産及び負

債は次の通りです。

※１　非連結子会社及び関連会社に対する主な資産及び負

債は次の通りです。

固定資産

投資有価証券
(株式) 258百万円

その他(出資金) 198百万円

固定資産

投資有価証券
(株式)    295百万円

その他(出資金)    198百万円

　２　偶発債務 　２　偶発債務

銀行借入等に対する保証債務 　

　 181百万円

うち主なもの 　

アカギヘリコプター㈱ 180百万円

銀行借入等に対する保証債務 　

　    139百万円

うち主なもの 　

アカギヘリコプター㈱    139百万円

　３　受取手形裏書譲渡高 　－ 　３　受取手形裏書譲渡高 0百万円

※４　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計

年度末残高に含まれております。

※４　　　　　　　―――――――　

受取手形 81百万円

支払手形 824百万円

 

※５　　　　　　　　―――――――　 ※５　違約損失引当金

　防衛省への過大請求事案に対しての返金に備えるた

め、第三者調査委員会の調査による算定額に基づき計

上しておりますが、防衛省の調査は未だ完了していな

いため、防衛省に対しての返金額は確定しておりませ

ん。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　固定資産の売却益は主に土地、建物の売却によるも

のであります。

※１　固定資産の売却益は車両運搬具の売却によるもので

あります。

※２　固定資産処分損の内訳は次の通りであります。 ※２　固定資産処分損の内訳は次の通りであります。

建物及び構築物 5百万円

備品 3

車両運搬具 0

計 9

機械装置 5百万円

備品  1

計 6

※３　減損損失

　当連結会計年度において当グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しました。

※３　減損損失

　当連結会計年度において当グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

兵庫県淡路市
他１件

遊休資産 建物、土地

場所 用途 種類

兵庫県淡路市
他１件

遊休資産 建物、土地

　当グループは、事業用資産は全体で１つの資産グ

ループとし、遊休資産は物件ごとにグルーピングして

います。

　一部の遊休資産について、資産価値が帳簿価額に対

して著しく下落している為、回収可能価額まで帳簿価

額を減額し、当該減少額を減損損失(８百万円)として

特別損失に計上しました。

　その内訳は、建物２百万円及び土地６百万円であり

ます。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却可

能価額により測定しており、不動産鑑定士による評価

額を基礎としております。

　当グループは、事業用資産は全体で１つの資産グ

ループとし、遊休資産は物件ごとにグルーピングして

います。

　一部の遊休資産について、資産価値が帳簿価額に対

して著しく下落している為、回収可能価額まで帳簿価

額を減額し、当該減少額を減損損失(４百万円)として

特別損失に計上しました。

　その内訳は、建物０百万円及び土地４百万円であり

ます。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却可

能価額により測定しており、不動産鑑定士による評価

額を基礎としております。

※４　特別損失のその他の内訳は次の通りであります。 ※４　　　　　　　―――――――　　

投資損失関連損 5百万円

持分変動損失  0

計 6
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 27,899 － － 27,899

合計 27,899 － － 27,899

自己株式     

普通株式 1,087 13 1 1,099

合計 1,087 13 1 1,099

（変動事由の概要）

 （1）普通株式の自己株式の株式数の増加13千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 （2）普通株式の自己株式の株式数の減少１千株は、単元未満株式の買増し請求によるものであります。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月21日

定時株主総会
普通株式 100 3.75 平成18年３月31日 平成18年６月22日

平成18年11月17日

取締役会
普通株式 100 3.75 平成18年９月30日 平成18年12月11日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月19日

定時株主総会
普通株式 154  利益剰余金 5.75 平成19年３月31日 平成19年６月20日

当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前連結会計年度末
株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 27,899 － － 27,899

合計 27,899 － － 27,899

自己株式     

普通株式 1,099 10 0 1,109

合計 1,099 10 0 1,109

（変動事由の概要）

 （1）普通株式の自己株式の株式数の増加10千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 （2）普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増し請求によるものであります。

　

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額
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（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月19日

定時株主総会
普通株式 154 5.75 平成19年３月31日 平成19年６月20日

平成19年11月13日

取締役会
普通株式 100 3.75 平成19年９月30日 平成19年12月10日

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月18日

定時株主総会
普通株式 100  利益剰余金 3.75 平成20年３月31日 平成20年６月19日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額の関係

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額の関係

(平成19年３月31日現在) (平成20年３月31日現在)

現金及び預金勘定 3,017百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△36百万円

　 2,980百万円

現金及び預金勘定    2,458百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
　  △33百万円

　    2,425百万円

（リース取引関係）

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 備品他

取得価額相当額 173百万円

減価償却累計額相当額 138

期末残高相当額 35

　 備品他

取得価額相当額 104百万円

減価償却累計額相当額 86

期末残高相当額 18

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

②　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 22百万円

１年超 13

合計 35

１年内   10百万円

１年超 7

合計 18

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

③　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

支払リース料 35百万円

減価償却費相当額 35百万円

支払リース料   23百万円

減価償却費相当額   23百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高相当額が有形固定資

産等の期末残高に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

前連結会計年度(平成19年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(百万円) 連結貸借対照表
計上額(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

(1) 株式 3,134 6,562 3,427

(2) その他 290 297 7

小計 3,424 6,859 3,435

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

(1) 株式 765 665 △99

(2) その他 101 101 △0

小計 867 767 △100

合計 4,291 7,626 3,334

　（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

株式の減損処理に当たっては、当該会計期間末の時価が帳簿価額に比べて50％以上下落した銘柄全てを対象と

するほか、過去２年間の平均価格を時価として、その価格が帳簿価額に比べて30％以上下落した銘柄について

も全て減損処理を行っております。

２　当連結会計年度に売却したその他有価証券

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円)

1,203 195 26

３　時価評価されていない主な有価証券

区分
連結貸借対照表
計上額(百万円)

その他有価証券  

(1) 非上場株式 1,091

(2) その他 91

合計 1,182

　（注）　その他有価証券で時価のない株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損33百万円を計上しております。

なお、当該株式の減損にあたっては、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、実質価額が薄

価に比べ50％以上下落しているものにつき減損処理を行っております。

当連結会計年度(平成20年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(百万円) 連結貸借対照表
計上額(百万円) 差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

(1) 株式 2,380 4,277 1,896

(2) 債券 99 99 －

小計 2,480 4,377 1,896

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

(1) 株式 1,935 1,542 △392

(2) 債券 100 99 △0
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区分 取得原価(百万円) 連結貸借対照表
計上額(百万円) 差額(百万円)

(3) その他 491 428 △62

小計 2,526 2,071 △455

合計 5,007 6,448 1,440

　（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であり、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評

価損288百万円を計上しております。

株式の減損処理に当たっては、当該会計期間末の時価が帳簿価額に比べて50％以上下落した銘柄全てを対象と

するほか、過去２年間の平均価格を時価として、その価格が帳簿価額に比べて30％以上下落した銘柄について

も全て減損処理を行っております。

２　当連結会計年度に売却したその他有価証券

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円)

69 36 －

３　時価評価されていない主な有価証券

区分
連結貸借対照表
計上額(百万円)

その他有価証券  

(1) 非上場株式 1,060

(2) その他 110

合計 1,171

　（注）　その他有価証券で時価のない株式について減損処理を行い、投資有価証券評価損７百万円を計上しております。

なお、当該株式の減損にあたっては、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、実質価額が薄

価に比べ50％以上下落しているものにつき減損処理を行っております。

EDINET提出書類

極東貿易株式会社(E02503)

有価証券報告書

47/89



４　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

 
１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超（百万円）

１．債券     

(1）社債 － 124 － －

(2）その他 － 99 － －

２．その他 － 86 － －

合計 － 310 － －
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)及び

当連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

当社は、外貨建の金銭債権債務等に係る為替レート変動のリスクをヘッジするため為替予約取引を利用しており

ます。

為替予約についての基本方針は、実需のあるものに限ることとし、営業部が個々の取引について為替先物予約を

立案し、経理部を通して予約の締結及び実行を行います。経理部は全社の予約取引を集中管理しております。

なお、為替予約取引の契約先は信用度の高い金融機関であるため、信用リスクはないものと判断しております。

２　取引の時価等に関する事項

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

区分 種類

前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

契約額等
(百万円)

契約額等の
うち１年超

(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

契約額等の
うち１年超

(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引以外の取引

為替予約取引         

売建         

米ドル 355 176 351 3 176 ― 155 21

小計 355 176 351 3 176 ― 155 21

買建         

米ドル 1,552 129 1,613 60 2,208 736 2,088 △119

英ポンド 64 ― 67 3 159 ― 147 △11

ユーロ 40 ― 41 0 10 ― 10 △0

その他 4 ― 4 △0 3 ― 3 0

小計 1,662 129 1,726 64 2,381 736 2,250 △130

合計 ― ― ― 68 ― ― ― △109

前連結会計年度 　 当連結会計年度

（注) １　時価の算定方法

期末の時価は先物相場を使用しております。

２　振当処理をしている為替予約取引については、

開示の対象から除いております。

　 （注) １　時価の算定方法

期末の時価は先物相場を使用しております。

２　振当処理をしている為替予約取引については、

開示の対象から除いております。
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（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は退職一時金制度を設けております。また、当社は退職一時金制度とは別途に適格退職年

金制度を採用しております。また、従業員の退職等に際して退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務

の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

２　退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度

(平成19年３月31日) 　
当連結会計年度

(平成20年３月31日) 　

イ　退職給付債務 △2,481 百万円 △2,402 百万円

(内訳)退職一時金制度 △1,029 　 △991 　

適格退職年金制度 △1,451 　 △1,411 　

ロ　年金資産 1,456 　 1,174 　

ハ　未認識数理計算上の差異 △35 　 222 　

ニ　退職給付引当金(イ－ロ－ハ) △1,060 　 △1,004 　

　（注）　国内連結子会社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

　
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　

イ　勤務費用 93 百万円 82 百万円

ロ　利息費用 52 　 49 　

ハ　期待運用収益 △21 　 △21 　

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 20 　 21 　

ホ　臨時に支払った割増退職金等 90 　 62 　

ヘ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ) 235 　 194 　

　（注）　簡便法を採用している国内連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

　
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 　 期間定額基準 

ロ　割引率 　 2.0％ 　 　 2.0％

ハ　期待運用収益率 　 1.5％ 　 　 1.5％

ニ　数理計算上の差異の処理年数 13年(各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定年数による按分額

をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することと

しております。)

　 11年(各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定年数による按分額

をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することと

しております。)
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産(流動資産)  

賞与引当金損金

算入限度超過額
150百万円

賞与引当金に係る

法定福利費
19

たな卸資産評価減否認 55

未払事業所税否認 10

繰越欠損金控除額 278

その他 11

小計 526

繰延税金資産(流動資産)  

賞与引当金損金

算入限度超過額
   139百万円

賞与引当金に係る

法定福利費
18

たな卸資産評価減否認 45

未払事業所税否認 10

その他 66

小計 280

繰延税金資産(固定資産)  

ゴルフ会員権評価損 25

LITS関連損失 130

退職給付引当金損金

算入限度超過額
429

役員退職慰労引当金 143

その他有価証券評価

差額金
87

繰越欠損金控除額 96

減損損失 57

有価証券減損 16

貸倒引当金繰入超過額 63

その他 30

小計 1,079

評価性引当額 △260

繰延税金資産計 1,345

繰延税金資産(固定資産)  

ゴルフ会員権評価損 29

退職給付引当金損金

算入限度超過額
406

長期未払金　 87

繰越欠損金控除額 238

減損損失 57

有価証券減損 61

貸倒引当金繰入超過額 49

違約損失引当金　 297

その他 2

小計 1,230

評価性引当額 △178

繰延税金資産計 1,332

繰延税金負債(流動負債)  

建物圧縮記帳積立金

(短期)
1

繰延ヘッジ損益 27

未収計上受取配当金 19

小計 48

　  

繰延税金負債(流動負債)  

建物圧縮記帳積立金

(短期)
1

未収計上受取配当金 24

小計 25

　  

繰延税金負債(固定負債)  

その他有価証券評価

差額金
1,398

建物圧縮記帳積立金

(長期)
22

小計 1,420

繰延税金負債計 1,469

　  

繰延税金負債純額 123

繰延税金負債(固定負債)  

その他有価証券評価

差額金
496

建物圧縮記帳積立金

(長期)
22

小計 518

繰延税金負債計 544

　  

繰延税金資産純額 788
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前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)  

交際費等永久に損金

算入されない項目
5.7

受取配当金等永久に

益金算入されない項目
△1.2

住民税均等割等 1.8

持分法投資利益 △5.0

ゴルフ会員権減損 0.4

LITS関連損失 △26.0

その他評価性引当額 8.6

連結子会社の実効税率

差異
△6.1

その他 0.0

税効果会計適用後の

法人税等の負担率
18.9％

法定実効税率   40.7％

(調整)  

交際費等永久に損金

算入されない項目
17.8

受取配当金等永久に

益金算入されない項目
△8.5

住民税均等割等 5.4

持分法投資利益 △10.5

ゴルフ会員権減損 0.9

LITS関連損失 △31.8

違約損失引当金　 11.2

貸倒引当金繰入超過額　 1.9

評価性引当額の増減 10.9

連結子会社の実効税率

差異
△23.3

その他 2.6

税効果会計適用後の

法人税等の負担率
  17.3％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　当社及び連結子会社は、国内及び海外における各種商品の売買を中心に、それらの取引に関連するエンジニア

リング商社としての活動を通して、金融・サービス等の役務提供と一体となった総合的な営業活動を行ってお

ります。

　セグメントの区分は、経営管理上の事業区分を適用しております。

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
電機・エネル
ギー関連
(百万円)

電子・航空
関連

(百万円)

一般産業関連
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に

対する売上高
22,007 37,833 34,305 94,146 ― 94,146

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
― ― ― ― ― ―

計 22,007 37,833 34,305 94,146 ― 94,146

営業費用 21,898 37,547 33,829 93,276 (0) 93,275

営業利益 108 285 475 869 0 870

Ⅱ　総資産、減価償却費、

減損損失及び

資本的支出

      

総資産 1,869 5,372 13,176 20,418 15,681 36,099

減価償却費 2 34 3 40 109 150

減損損失 ― ― ― ― 8 8

資本的支出 ― 36 0 36 11 47

　（注）１　事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　資本的支出には長期前払費用が含まれております。

３　各区分に属する主要な商品

事業区分 主要商品

電機・エネルギー関連
電気機械設備、計装制御システム、石油掘削関連機器、石油・天然

ガス探鉱技術サービスなどの資源開発機器

電子・航空関連

電子機器、電子部品及びソフトウェア、画像処理装置、航空機搭載

電子機器、地上支援電子機器、航空機用機材、航法装置、自動車照

明機器

一般産業関連

鉄鋼、非鉄、自動車、化学、造船、プラントエンジニアリングなどの

関連機械装置、環境保全設備、複合材料製造設備、繊維加工機械、

食肉加工機、樹脂加工機械、塗装設備、測定・分析装置及び、それ

ぞれに関連する食品用副資材、工業用樹脂・塗料、建設用資材、合

成複合材料、鋳鍛造品、繊維製品

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、15,681百万円であり、その主なものは、当社での

余資運用資金(現金及び預金と有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等でありま

す。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
電機・エネル
ギー関連
(百万円)

電子・航空
関連

(百万円)

一般産業関連
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益       
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電機・エネル
ギー関連
(百万円)

電子・航空
関連

(百万円)

一般産業関連
(百万円)

合計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高       

(1) 外部顧客に

対する売上高
35,580 13,843 28,267 77,691 ― 77,691

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
― ― ― ― ― ―

計 35,580 13,843 28,267 77,691 ― 77,691

営業費用 35,012 13,961 27,567 76,541 6 76,548

営業利益又は営業損失

（△）
567 △118 700 1,150 △6 1,143

Ⅱ　総資産、減価償却費、

減損損失及び

資本的支出

      

総資産 3,932 4,753 17,815 26,500 13,643 40,144

減価償却費 2 45 8 56 110 167

減損損失 ― ― ― ― 4 4

資本的支出 0 58 15 74 53 127

　（注）１　事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　資本的支出には長期前払費用が含まれております。

３　各区分に属する主要な商品

事業区分 主要商品

電機・エネルギー関連
電気機械設備、計装制御システム、石油掘削関連機器、石油・天然

ガス探鉱技術サービスなどの資源開発機器

電子・航空関連

電子機器、電子部品及びソフトウェア、画像処理装置、航空機搭載

電子機器、地上支援電子機器、航空機用機材、航法装置、自動車照

明機器

一般産業関連

鉄鋼、非鉄、自動車、化学、造船、プラントエンジニアリングなどの

関連機械装置、環境保全設備、複合材料製造設備、繊維加工機械、

食肉加工機、樹脂加工機械、塗装設備、測定・分析装置及び、それ

ぞれに関連する食品用副資材、工業用樹脂・塗料、建設用資材、合

成複合材料、鋳鍛造品、繊維製品

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、13,643百万円であり、その主なものは、当社での

余資運用資金(現金及び預金と有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等でありま

す。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
日本

(百万円)
北米

(百万円)
東南アジア

(百万円)
計

(百万円)
消去又は全社

(百万円)
連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する

売上高
86,230 4,330 3,585 94,146 ― 94,146

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,253 2,353 19 3,626 (3,626) ―

計 87,483 6,684 3,604 97,772 (3,626) 94,146

営業費用 86,971 6,625 3,301 96,897 (3,622) 93,275

営業利益 512 58 303 874 (3) 870

Ⅱ　資産 19,239 1,432 1,123 21,795 14,304 36,099

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の各区分に属する主な国又は地域

(1) 北米……………………米国、カナダ

(2) 東南アジア……………中国、台湾

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた金額及び主な内容は、事業の種類別セグメント情報の(注)４と同一

であります。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
日本

(百万円)
北米

(百万円)
東南アジア

(百万円)
計

(百万円)
消去又は全社

(百万円)
連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1) 外部顧客に対する

売上高
71,634 3,523 2,533 77,691 ― 77,691

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高
1,598 1,843 33 3,475 (3,475) ―

計 73,232 5,366 2,567 81,167 (3,475) 77,691

営業費用 72,453 5,347 2,211 80,012 (3,463) 76,548

営業利益 779 19 355 1,154 (11) 1,143

Ⅱ　資産 25,156 1,006 1,708 27,871 12,272 40,144

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の各区分に属する主な国又は地域

(1) 北米……………………米国、カナダ

(2) 東南アジア……………中国、台湾

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた金額及び主な内容は、事業の種類別セグメント情報の(注)４と同一

であります。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　 北米地域 欧州地域 東南アジア地域 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 22,016 1,955 7,112 210 31,294

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― 94,146

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合(％)
23.4 2.1 7.6 0.2 33.2

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1)　北米……………………米国

(2)　欧州……………………フランス、イタリア、イギリス、スウェーデン

(3)　東南アジア……………中国、台湾、シンガポール

(4)　その他…………………トルコ

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　 北米地域 欧州地域 東南アジア地域 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 5,555 712 11,567 9 17,845

Ⅱ　連結売上高(百万円)     77,691

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合(％)
7.2 0.9 14.9 0.0 23.0

　（注）１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1)　北米……………………米国、カナダ

(2)　欧州……………………イギリス、スウェーデン、ドイツ

(3)　東南アジア……………中国、韓国、シンガポール、台湾

(4)　その他…………………イラク

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　子会社等

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は
出資金

(百万円)

事業の
内容又は
職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の
関係

関連

会社

日本ベーレー

株式会社

静岡県

伊豆の国市

原木

192

主として自

動制御装置

及び同機器

の設計製作

直接 間接

29.4　　0

当社役員

２名が役

員を兼任

しており

ます。

製品を当

社が販売

しており

ます。

商品の販売 46 売掛金 8

　  前渡金 103

製品の仕入 2,949 買掛金 351

　  支払手形 738

　（注) １　上記金額のうち、営業取引について、取引金額には消費税等を含まず、科目の各期末残高には、消費税等を含んで

表示しております。

２　当社取締役副社長佐藤龍司が、代表取締役を兼務しております。

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 商品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社見積価格を提示し、その都度交渉の上決定しております。

(2) 製品の仕入については、当社取引先の希望価格を提示し日本ベーレー株式会社の総原価を勘案して、その都度価格

交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　子会社等

属性
会社等
の名称

住所

資本金
又は
出資金

(百万円)

事業の
内容又は
職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上の
関係

関連

会社

ABB日本ベー

レー株式会社

静岡県

伊豆の国市

原木

192

主として自

動制御装置

及び同機器

の設計製作

直接 間接

29.4　　0

当社役員

１名が役

員を兼任

しており

ます。

製品を当

社が販売

しており

ます。

商品の販売 4 売掛金 3

　  前渡金 423

製品の仕入 3,965 買掛金 490

　  支払手形 1,118

　（注) １　上記金額のうち、営業取引について、取引金額には消費税等を含まず、科目の各期末残高には、消費税等を含んで

表示しております。

２　当社取締役久世了が、代表取締役を兼務しております。

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 商品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社見積価格を提示し、その都度交渉の上決定しております。

(2) 製品の仕入については、当社取引先の希望価格を提示しＡＢＢ日本ベーレー株式会社の総原価を勘案して、その都

度価格交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。

EDINET提出書類

極東貿易株式会社(E02503)

有価証券報告書

57/89



(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 662.11円 １株当たり純資産額       617.04円

１株当たり当期純利益 36.74円 １株当たり当期純利益      12.65円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式がないため記載しておりません。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 １株当たり当期純利益の算定上の基礎

連結損益計算書上の当期純利益 984百万円 連結損益計算書上の当期純利益    339百万円

普通株式に係る当期純利益 984百万円 普通株式に係る当期純利益    339百万円

普通株主に帰属しない金額の主な内訳

該当事項はありません。

普通株主に帰属しない金額の主な内訳

該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 26,805千株 普通株式の期中平均株式数       26,793千株

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
前期末残高

(百万円)
当期末残高

(百万円)
平均利率

(％) 返済期限

短期借入金 910 1,850 1.37 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く。）

－ － － －　

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く。）

－ － － －

その他の有利子負債 － － － －

合計 910 1,850 －　 －

　（注）　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

　 　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

(資産の部) 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１　現金及び預金 　  2,290   1,404  

２　受取手形 ※3,4  1,655   1,369  

３　売掛金 ※４  14,270   20,375  

４　商品 　  2,423   1,531  

５　貯蔵品 　  7   8  

６　前渡金 　  970   1,293  

７　前払費用 　  77   84  

８　繰延税金資産 　  463   230  

９　未収入金 　  730   1,046  

10　未収消費税 　  218   258  

11　その他 　  373   313  

貸倒引当金 　  △32   △34  

流動資産合計 　  23,450 67.4  27,882 72.5

Ⅱ　固定資産 　       

(1) 有形固定資産 　       

１　建物 　 869   868   

減価償却累計額 　 565 303  586 282  

２　構築物 　 33   33   

減価償却累計額 　 25 7  26 7  

３　機械装置 　 111   55   

減価償却累計額 　 98 12  43 12  

４　車両運搬具 　 16   11   

減価償却累計額 　 14 1  6 5  

５　備品 　 475   513   

減価償却累計額 　 390 85  415 98  

６　土地 　  202   198  

有形固定資産合計 　  613 1.7  603 1.6

(2) 無形固定資産 　       

１　特許権 　  7   6  

２　借地権 　  71   71  

３　商標権 　  0   0  

４　ソフトウェア 　  183   126  

５　電話加入権 　  9   9  

６　その他 　  1   1  

無形固定資産合計 　  274 0.8  215 0.5
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

(3) 投資その他の資産 　       

１　投資有価証券 　  8,809   7,595  

２　関係会社株式 　  584   584  

３　出資金 　  10   10  

４　関係会社出資金 　  221   221  

５　長期貸付金 　  238   2  

６　従業員長期貸付金 　  106   102  

７　破産更生債権等 　  229   180  

８　長期前払費用 　  16   21  

９　繰延税金資産 　  －   522  

10　差入保証金 　  556   559  

11　その他 　  178   153  

貸倒引当金 　  △472   △180  

投資その他の資産合計 　  10,479 30.1  9,773 25.4

固定資産合計 　  11,367 32.6  10,592 27.5

資産合計 　  34,817 100.0  38,474 100.0

(負債の部) 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１　支払手形 ※3,4  3,644   3,371  

２　買掛金 ※４  9,416   13,495  

３　短期借入金 　  850   1,850  

４　未払金 　  408   252  

５　未払費用 　  8   8  

６　未払法人税等 　  40   41  

７　前受金 　  988   1,569  

８　預り金 　  65   71  

９　賞与引当金 　  363   336  

10　投資損失引当金 　  75   －  

11　違約損失引当金 ※５　  －   843  

12　その他 　  0   109  

流動負債合計 　  15,862 45.6  21,949 57.0

Ⅱ　固定負債 　       

１　繰延税金負債 　  639   －  

２　長期未払金 　  －   209  

３　退職給付引当金 　  1,036   978  

４　役員退職慰労引当金 　  348   －  

固定負債合計 　  2,024 5.8  1,188 3.1

負債合計 　  17,887 51.4  23,138 60.1
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前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％)

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１　資本金 　  5,030 14.5  5,030 13.1

２　資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 4,630   4,630   

(2）その他資本剰余金 　 0   0   

資本剰余金合計 　  4,630 13.3  4,630 12.1

３　利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 356   356   

(2）その他利益剰余金 　       

建物圧縮記帳積立金 　 30   29   

別途積立金 　 4,642   4,942   

繰越利益剰余金 　 625   27   

利益剰余金合計 　  5,654 16.2  5,355 13.9

４　自己株式 　  △336 △1.0  △339 △0.9

株主資本合計 　  14,979 43.0  14,676 38.2

Ⅱ　評価・換算差額等 　       

１　その他有価証券評価差額
金

　  1,910 5.5  725 1.9

２　繰延ヘッジ損益 　  40 0.1  △64 △0.2

評価・換算差額等合計 　  1,950 5.6  660 1.7

純資産合計 　  16,930 48.6  15,336 39.9

負債純資産合計 　  34,817 100.0  38,474 100
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②【損益計算書】

　 　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％)

Ⅰ　売上高 　  89,388 100.0  73,035 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１　商品期首たな卸高 　 2,448   2,423   

２　当期商品仕入高 　 83,264   65,704   

合計 　 85,713   68,127   

３　商品期末たな卸高 　 2,423 83,290 93.2 1,531 66,595 91.2

売上総利益 　  6,098 6.8  6,439 8.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１　役員報酬 　 179   237   

２　従業員給与及び賞与 　 2,066   2,046   

３　賞与引当金繰入額 　 334   311   

４　退職給付費用 　 192   182   

５　役員退職慰労
　　引当金繰入額

　 43   10   

６　福利厚生費 　 404   410   

７　交際費 　 146   137   

８　旅費交通費 　 285   308   

９　通信費 　 71   68   

10　地代家賃 　 431   437   

11　減価償却費 　 148   163   

12　業務委託費 　 659   732   

13　貸倒引当金繰入額 　 39   ―   

14　その他 　 584 5,590 6.3 609 5,656 7.8

営業利益 　  508 0.5  782 1.0

Ⅳ　営業外収益 　       

１　受取利息 　 17   16   

２　有価証券利息 　 1   ―   

３　受取配当金 　 122   179   

４　賃貸料収入 　 3   3   

５　受取保険金 　 11   53   

６　その他 　 16 173 0.2 12 264 0.4

Ⅴ　営業外費用 　       

１　支払利息 　 8   13   

２　為替差損 　 6   49   

３　その他 　 5 20 0.0 7 70 0.1

経常利益 　  661 0.7  976 1.3
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前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％)

Ⅵ　特別利益 　       

１　固定資産売却益 ※１ 4   0   

２　投資有価証券売却益 　 195   36   

３　投資損失引当金戻入額 　 ―   25   

４　貸倒引当金戻入額 　 ―   21   

５　ゴルフ会員権売却益 　 0   32   

６　その他 　 0 201 0.2 ― 115 0.2

Ⅶ　特別損失 　       

１　固定資産処分損 ※２ 9   6   

２　減損損失 ※３ 8   4   

３　投資有価証券売却損 　 26   ―   

４　投資有価証券評価損 　 33   295   

５　貸倒引当金繰入額 　 70   ―   

６　違約損失引当金繰入額 　 ―   843   

７　ゴルフ会員権売却損  　 ―   0   

８　ゴルフ会員権評価損 　 15   6   

９　その他 ※４ 5 170 0.2 ― 1,156 1.6

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失(△) 　  692 0.7  △64 △0.1

法人税、住民税
及び事業税

　 21   22   

法人税等調整額 　 110 132 0.1 △42 △19 △0.0

当期純利益又は
当期純損失(△) 　  560 0.6  △44 △0.1
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計

建物圧縮
記帳積立
金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日　残高
（百万円）

5,030 4,630 0 4,630 356 34 5,642 △737 5,295 △331 14,624

事業年度中の変動額            

利益処分による利益配当        △100 △100  △100

剰余金の配当        △100 △100  △100

利益処分による建物圧縮記
帳積立金の取崩し

     △1  1 －  －

建物圧縮記帳積立金の取崩
し

     △1  1 －  －

利益処分による別途積立金
の取崩し

      △1,000 1,000 －  －

当期純利益        560 560  560

自己株式の取得         － △5 △5

自己株式の処分   0 0     － 0 0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

           

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 0 0 － △3 △1,000 1,362 359 △4 354

平成19年３月31日　残高
（百万円）

5,030 4,630 0 4,630 356 30 4,642 625 5,654 △336 14,979

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計

平成18年３月31日　残高
（百万円）

2,155 － 2,155 16,780

事業年度中の変動額     

利益処分による利益配当   － △100

剰余金の配当   － △100

利益処分による建物圧縮記
帳積立金の取崩し

  － －

建物圧縮記帳積立金の取崩
し

  － －

利益処分による別途積立金
の取崩し

  － －

当期純利益   － 560

自己株式の取得   － △5

自己株式の処分   － 0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△245 40 △204 △204

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△245 40 △204 149

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,910 40 1,950 16,930

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）
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株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備

金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金

利益剰余
金合計

建物圧縮
記帳積立
金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日　残高
（百万円）

5,030 4,630 0 4,630 356 30 4,642 625 5,654 △336 14,979

事業年度中の変動額            

剰余金の配当        △254 △254  △254

建物圧縮記帳積立金の取崩
し

     △1  1 －  －

別途積立金の積立て       300 △300 －  －

当期純損失        △44 △44  △44

自己株式の取得         － △3 △3

自己株式の処分   0 0     － 0 0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

           

事業年度中の変動額合計
（百万円）

－ － 0 0 － △1 300 △597 △299 △3 △303

平成20年３月31日　残高
（百万円）

5,030 4,630 0 4,630 356 29 4,942 27 5,355 △339 14,676

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算差額
等合計

平成19年３月31日　残高
（百万円）

1,910 40 1,950 16,930

事業年度中の変動額     

剰余金の配当   － △254

建物圧縮記帳積立金の取崩
し

  － －

別途積立金の積立て   － －

当期純損失   － △44

自己株式の取得   － △3

自己株式の処分   － 0

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

△1,185 △105 △1,290 △1,290

事業年度中の変動額合計
（百万円）

△1,185 △105 △1,290 △1,593

平成20年３月31日　残高
（百万円）

725 △64 660 15,336
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重要な会計方針

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式

……移動平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法

同左

その他有価証券

時価のあるもの ……決算日現在の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理、売

却原価は移動平均法により処

理)

 

時価のないもの ……移動平均法による原価法  

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ ………時価法

２　デリバティブの評価基準及び評価方法

同左

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品………………総平均法による原価法、但し一部個

別受注品については個別法による

原価法

貯蔵品……………個別法による原価法

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法

同左

４　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産…………………………定率法

　 　　　　　　―――――――　

 

 

 

 

 

 

  　　　　　　　―――――――　

 

 

 

 

 

 

 

 

無形固定資産及び長期前払費用……定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)にもとづく定額法

４　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産…………………………定率法

　（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19年

４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更してお

ります。 

これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益は、それぞれ７百万円減少しております。 

　（追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相当額

と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上しております。  

これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益は、それぞれ３百万円減少しております。  

無形固定資産及び長期前払費用……定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間(５年)にもとづく定額法

５　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

５　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。

(2) 賞与引当金

同左
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前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(3) 投資損失引当金

関連会社等に対する投資に係る損失に備えるため、

将来発生する可能性のある損失見込額を計上してお

ります。

(3) 　　　　　　　―――――――　

　　　

(4) 　　　　　　　―――――――　

　

(4) 違約損失引当金

防衛省への過大請求事案に対しての返金に備える

ため、第三者調査委員会の算定額に基づき計上してお

ります。

(5) 退職給付引当金

従業員の将来の退職給付に備えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当

期において発生していると認められる額を計上して

おります。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による按

分額をそれぞれ発生の翌期より費用処理しておりま

す。

(5) 退職給付引当金

従業員の将来の退職給付に備えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき当

期において発生していると認められる額を計上して

おります。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数(11年)による按

分額をそれぞれ発生の翌期より費用処理しておりま

す。

(6) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

　　　　　　　―――――――　 

(6)  　　　　　　　―――――――　

　

　

　（追加情報） 

従来、役員の退職慰労金の支出に充てるため、内規

に基づく期末要支給額を計上しておりましたが、平成

19年６月19日開催の定時株主総会の日をもって役員

退職慰労金制度を廃止し、当該総会までの在任期間に

対応する役員退職慰労金を打切り支給（支給時期は、

各役員の退任時）することとしたため、役員退職慰労

引当金を全額取崩し、打切り支給額の未払い分につい

ては、固定負債の長期未払金として計上しておりま

す。   

６　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

６　リース取引の処理方法

同左

７　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約については振当処理の要件を満たし

ている場合は、振当処理を採用しております。

７　ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…同左

ヘッジ対象…同左

(3) ヘッジ方針

社内管理制度に基づき、提出会社経理部及び各子会

社管理部門にて契約の管理を行い為替変動リスク及

び金利変動リスクをヘッジしております。

(3) ヘッジ方針

社内管理制度に基づき、経理部にて契約の管理を行

い為替変動リスクをヘッジしております。
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前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(4) ヘッジ有効性評価の方法

為替予約については、ヘッジ対象となる為替予約の

通貨種別、期日、金額の同一性を確認することにより

有効性を判定しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

８　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。

８　消費税等の会計処理

同左
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（会計処理の変更）

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成

17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は16,889百万

円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。

　

　

   　　　　　　　　―――――――　

（表示方法の変更）

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(損益計算書関係)

前事業年度において「特別損失」の「その他」に

含めておりました「投資有価証券売却損」（前事

業年度２百万円）は、重要性が増したため、当事業

年度より区分掲記しております。

   　　　　　　　　―――――――　
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

　１　偶発債務 　１　偶発債務

銀行借入等に対する保証債務 　

　 186百万円

うち主なもの 　

アカギヘリコプター㈱ 180百万円

銀行借入等に対する保証債務 　

　    243百万円

うち主なもの 　

アカギヘリコプター㈱

KBK Inc 

　

   139百万円

   103百万円

(　1,033千US$)

　２　　　　　　　　―――――――　 　２　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　 0百万円

※３　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理をしております。なお、当期末

日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期

手形が期末残高に含まれております。

※３　　　　　　　　―――――――　　

受取手形 81百万円

支払手形 824百万円

 

※４　関係会社に係わる注記

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次の通りであります。

※４　関係会社に係わる注記

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するものは次の通りであります。

受取手形及び売掛金 723百万円

支払手形 738百万円

買掛金 526百万円

受取手形及び売掛金    915百万円

支払手形    1,118百万円

買掛金    639百万円

※５　　　　　　　　―――――――　 ※５　違約損失引当金

　防衛省への過大請求事案に対しての返金に備えるた

め、第三者調査委員会の調査による算定額に基づき計

上しておりますが、防衛省の調査は未だ完了していな

いため、防衛省に対しての返金額は確定しておりませ

ん。
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（損益計算書関係）

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　固定資産売却益は主に土地、建物の売却によるもの

であります。

※１　固定資産売却益は車両運搬具の売却によるものであ

ります。

※２　固定資産処分損は主に建物、備品の除却によるもの

であります。

※２　固定資産処分損の内訳は、機械装置５百万円、備品１

百万円であります

※３　減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

※３　減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

兵庫県淡路市
他１件

遊休資産 建物、土地

場所 用途 種類

兵庫県淡路市
他１件

遊休資産 建物、土地

当社は、事業用資産は全体で１つの資産グループと

し、遊休資産は物件ごとにグルーピングしておりま

す。

一部の遊休資産について、資産価値が帳簿価額に対

して著しく下落している為、回収可能価額まで帳簿価

額を減額し、当該減少額を減損損失(８百万円)として

特別損失に計上しました。その内訳は、建物２百万円

及び土地６百万円であります。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却可

能価額により測定しており、不動産鑑定士による評価

額を基礎としております。

当社は、事業用資産は全体で１つの資産グループと

し、遊休資産は物件ごとにグルーピングしておりま

す。

一部の遊休資産について、資産価値が帳簿価額に対

して著しく下落している為、回収可能価額まで帳簿価

額を減額し、当該減少額を減損損失(４百万円)として

特別損失に計上しました。その内訳は、建物０百万円

及び土地４百万円であります。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却可

能価額により測定しており、不動産鑑定士による評価

額を基礎としております。

※４　特別損失のその他の内訳は投資損失関連損でありま

す。

※４　　　　　　　　―――――――　　　
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 1,087 13 1 1,099

合計 1,087 13 1 1,099

（変動事由の概要）

 （1）普通株式の自己株式の株式数の増加13千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 （2）普通株式の自己株式の株式数の減少１千株は、単元未満株式の買増し請求によるものであります。

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　
前事業年度末株式
数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

普通株式 1,099 10 0 1,109

合計 1,099 10 0 1,109

（変動事由の概要）

 （1）普通株式の自己株式の株式数の増加10千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 （2）普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増し請求によるものであります。
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（リース取引関係）

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 備品 　
無形

固定資産
　 計

　 百万円 　 百万円 　 百万円

取得価額

相当額
165 　 8 　 173

減価償却

累計額相当額
132 　 5 　 138

期末残高

相当額
32 　 3 　 35

　 備品 　
無形

固定資産
　 計

　 百万円 　 百万円 　 百万円

取得価額

相当額
100 　 3 　 104

減価償却

累計額相当額
85 　 1 　 86

期末残高

相当額
15 　 2 　 18

②未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

②未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 22百万円

１年超 13

合計 35

１年内 10百万円

１年超 7

合計 18

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額及び減損損失

支払リース料 35百万円

減価償却費相当額 35百万円

支払リース料 23百万円

減価償却費相当額 23百万円

④減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

なお、未経過リース料期末残高が未経過リース料、有

形固定資産及び無形固定資産それぞれの期末残高の

合計額に占める割合が低いため、取得価額相当額及び

未経過リース料期末残高相当額は、財務諸表等規則第

８条の６第２項に基づき、支払利子込み法によってお

ります。

④減価償却費相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はありません。

（有価証券関係）

前期及び当期における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内

訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内

訳

流動資産  

繰延税金資産  

賞与引当金損金算入

限度超過額
147百万円

たな卸資産 55

未払事業税等 10

繰越欠損金控除 278

その他 20

小計 512

　  

固定資産  

繰延税金資産  

ゴルフ会員権評価損 25百万円

LITS関連損失 130

退職給付引当金損金

算入限度超過額
422

減損損失累計額 57

役員退職慰労引当金 141

その他有価証券評価

差額金
87

繰越欠損金控除 96

有価証券減損 16

貸倒引当金繰入超過額 63

その他 1

小計 1,041

評価性引当額 △260

繰延税金資産計 1,293

　  

　  

流動負債  

繰延税金負債  

建物圧縮記帳積立金 1百万円

繰延ヘッジ損益 27

未収計上受取配当金 19

小計 48

　  

固定負債  

繰延税金負債  

その他有価証券評価

差額金
1,398百万円

建物圧縮記帳積立金 22

小計 1,420

繰延税金負債計 1,469

　  

繰延税金負債純額 175

流動資産  

繰延税金資産  

賞与引当金損金算入

限度超過額
   137百万円

たな卸資産 45

未払事業税等 10

その他 63

小計 256

　  

固定資産  

繰延税金資産  

ゴルフ会員権評価損   29百万円

退職給付引当金損金

算入限度超過額
398

減損損失累計額 57

長期未払金　 85

繰越欠損金控除 228

有価証券減損 61

貸倒引当金繰入超過額 49

違約損失引当金　 297

その他 1

小計 1,209

評価性引当額 △168

繰延税金資産計 1,297

　  

流動負債  

繰延税金負債  

建物圧縮記帳積立金  1百万円

未収計上受取配当金 24

小計 25

　  

固定負債  

繰延税金負債  

その他有価証券評価

差額金
     496百万円

建物圧縮記帳積立金 22

小計 518

繰延税金負債計 544

　  

繰延税金資産純額 753
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前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)  

交際費等永久に損金

算入されない項目
8.6

受取配当金等永久に

益金算入されない項目
△2.1

住民税均等割等 3.2

LITS関連損失 △45.7

その他評価性引当額 15.4

その他 △1.0

税効果会計適用後の

法人税等の負担率
19.1％

　　財務諸表等規則第８条の12第１項第２号の規定に基づ

く注記については、税引前当期純損失のため記載を省略

しております。
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（１株当たり情報）

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 631.71円

１株当たり当期純利益 20.90円

１株当たり純資産額   572.48円

１株当たり当期純損失 1.67円

　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、

潜在株式がないため記載しておりません。

　「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」については、

１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式がないため

記載しておりません。

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 １株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 560百万円

普通株式に係る当期純利益 560百万円

損益計算書上の当期純損失 44百万円

普通株式に係る当期純損失 44百万円

普通株主に帰属しない金額の主な内訳

該当事項はありません。

普通株主に帰属しない金額の主な内訳

該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 26,805千株 普通株式の期中平均株式数 26,793千株

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価

証券

その他有

価証券

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 808,760 695

I I Stanley Co.,Inc 6,034 604

㈱山武 191,600 535

藤倉化成㈱ 484,000 378

㈱東芝 432,000 287

スタンレー電気㈱ 115,500 280

㈱ニレコ 289,590 280

東レ㈱ 335,400 217

トヨタ自動車㈱ 39,144 194

住友化学㈱ 290,000 185

新日本製鐵㈱ 290,000 146

㈱日本航空 474,000 122

日本ハム㈱ 80,471 118

ＪＦＥホールディングス㈱ 25,000 110

東芝機械㈱ 178,940 108

東京電力㈱ 40,000 106

綜通㈱ 100,000 100

エルゴテック㈱ 104 98

伊藤ハム㈱ 166,000 97

九州電力㈱ 40,000 97

太平電業㈱ 121,108 89

三菱電機㈱ 100,000 86

中部電力㈱ 30,000 74

日揮㈱ 49,000 74

日本電設工業㈱ 110,000 74

㈱クラレ 62,000 73

東北電力㈱ 30,000 73

東亞合成㈱ 153,000 62

東洋プラスチック精工㈱  120,000 60
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銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額
(百万円)

 投資有価

 証券

 その他有

 価証券

㈱資生堂 20,000 52

その他(101銘柄) 3,605,495 1,393

小計 8,787,146 6,880

計 8,787,146 6,880

【債券】

種類及び銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価

証券

満期保有

目的の債

券

マルチコーラブル・日経平均連動型・ユーロ円債 200 99

クレッシェンド投資法人第１回無担保投資法人債 100 99

小計 300 199

計 300 199

【その他】

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価

証券

その他有

価証券

ダイワ・グローバル債券ファンド 180,773,819 176

グローバル・ソブリン・オープン 133,679,694 100

NIFベンチャーキャピタルファンド2005Ｈ－１ 100,000,000 86

新光日本インカム株式ファンド 100,000,000 76

日本好配当株オープン 95,673,404 75

小計 ― 515

計 ― 515

EDINET提出書類

極東貿易株式会社(E02503)

有価証券報告書

79/89



【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高

(百万円)
当期増加額

(百万円)
当期減少額

(百万円)
当期末残高

(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額

(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高

(百万円)

有形固定資産  　 　 　 　 　 　

建物 869 －
0

(0)
868 586 21 282

構築物 33 － － 33 26 0 7

機械装置 111 7 62 55 43 3 12

車両運搬具 16 6 10 11 6 1 5

備品 475 63 25 513 415 48 98

土地 202 －
4

(4)
198 － － 198

有形固定資産計 1,708 77
103

(4)
1,682 1,078 76 603

無形固定資産        

特許権 15 0 － 15 9 1 6

借地権 71 － － 71 － － 71

商標権 0 － － 0 0 0 0

ソフトウェア 428 28 － 456 329 85 126

電話加入権 9 － － 9 － － 9

その他 4 － － 4 3 0 1

無形固定資産計 529 28 － 557 342 87 215

長期前払費用 70 17 0 88 66 12 21

繰延資産 － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　（注）　「当期減少額」欄の(　)内は内書きで、減損損失の計上額であります。

【引当金明細表】

区分
前期末残高

(百万円)
当期増加額

(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 504 52 320 22 215

賞与引当金 363 336 363 － 336

投資損失引当金 75 － 50 25 －

違約損失引当金 － 843 － － 843

役員退職慰労引当金 348 10 149 209 －

　（注）１．貸倒引当金の「当期増加額」には、投資損失引当金の「当期減少額（目的使用）」との相殺額50百万円が含

まれております。また、「当期減少額（その他）」は、個別評価債権の回収によるものであります。

２．投資損失引当金の「当期減少額（その他）」は、保証債務の減少に伴う戻入額であります。

３．役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」は、役員退職慰労金制度の廃止によるものであります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

(イ)現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 0

預金  

当座預金 1,237

普通預金 64

別段預金 24

定期預金 77

小計 1,403

合計 1,404

(ロ)受取手形

主な相手先別内訳

相手先 金額(百万円) 相手先 金額(百万円)

オーエヌ工業株式会社 184 株式会社米盛鉄工所 60

株式会社萬世商店 92 その他 878

株式会社エム・エス・エン

ジニアリング
90 　  

株式会社トウ・プラス 63 計 1,369

期日別内訳

期日 20年４月 20年５月 20年６月 20年７月 20年８月 20年９月以降 合計

金額(百万円) 316 283 473 250 41 3 1,369

(ハ)売掛金

主な相手先別内訳

相手先別 金額(百万円) 相手先別 金額(百万円)

東レ株式会社 3,250 新日本製鐵株式会社 1,073

株式会社ＩＨＩ 1,580 その他 12,153

防衛省 1,242 　  

株式会社神戸製鋼所 1,075 計 20,375

滞留及び付帯状況

前期繰越高
(百万円)

当期発生高
(百万円)

当期回収高
(百万円)

当期期末残高
(百万円)

回収率
(％)

滞留期間
(日)

A B C D
C

────
A＋B

A＋D
────

2
─────

B
────

366日

14,270 75,515 69,411 20,375 77.3 84.0

　（注）　上記金額には消費税等が含まれております。
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(ニ)商品

品目別 金額(百万円) 品目別 金額(百万円)

電機・エネルギー関連 81 一般産業関連 915

電子・航空関連 535 計 1,531

(ホ)貯蔵品

品別 金額(百万円)

事務用消耗品等 8

②　流動負債

(イ)支払手形

主な相手先別内訳

相手先別 金額(百万円) 相手先別 金額(百万円)

藤倉化成株式会社 1,474 中越合金鋳工株式会社 74

ABB日本ベーレー株式会社 1,118 その他 539

フジケミ近畿株式会社 82 　  

株式会社山武アドバンス

オートメーションカンパ

ニー

81 計 3,371

期日別内訳

期日 20年４月 20年５月 20年６月 20年７月 20年８月 20年９月 合計

金額(百万円) 729 1,069 953 610 7 0 3,371

(ロ)買掛金

主な相手先別内訳

相手先別 金額(百万円) 相手先別 金額(百万円)

東芝三菱電機産業システム

株式会社
2,549 株式会社東芝 594

東芝プラントシステム株式

会社
2,515 その他 5,289

株式会社ＩＨＩ 1,755 　  

藤倉化成株式会社 790 計 13,495

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、10,000株券および1,000株未満の株式数を表示した株券

剰余金の配当の基準日
３月31日

９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え 　

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店・全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 不所持交付返還および株券再発行の場合１枚につき250円

株券喪失登録 　

喪失登録申請料 １件につき8,600円

喪失登録株券管理料 １枚につき500円

単元未満株式の買取り・買増し 　

取扱場所
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人
東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

取次所
中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店・全国各支店

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告の方法により、当社ホームページ（http://www.kbk.co.jp）に掲載し

て行う。ただし、事故その他やむをえない事由によって電子公告による公告

をすることが出来ない場合は、東京都において発行される日本経済新聞に

掲載して行う。

株主に対する特典 なし

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける

権利並びに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書

及びその添付書類

事業年度

(第87期)

自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日
　
平成19年６月22日

関東財務局長に提出。

(2) 有価証券報告書の

訂正報告書

　

　

　

　
　
平成19年10月26日

関東財務局長に提出。

　自平成18年４月１日　至平成19年３月31日（第87期）の有価証券報告書に係わる訂正報告書であります。

(3) 半期報告書

　
(第88期中) 自　平成19年４月１日

至　平成19年９月30日
　
平成19年12月20日

関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

 平成19年６月19日

極東貿易株式会社  

 取締役会　御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 荒井　卓一

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 水谷　英滋

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている極東貿易株

式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、極東貿易

株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年６月18日

極東貿易株式会社  

 取締役会　御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 荒井　卓一

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 水谷　英滋

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

極東貿易株式会社の平成19年４月1日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

　当監査法人は、下記事項を除き我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、

試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含

め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。

記　

　注記事項（連結貸借対照表関係）に記載されているとおり、防衛省への過大請求事案に対しての返金に備えるため、第三

者調査委員会の調査による算定額に基づき違約損失引当金843百万円を計上しているが、防衛省の調査は未だ完了していな

いため、防衛省に対しての返金額は確定していない。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、上記事項の連結財務諸表に与える影響を除き、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、極東貿易株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

EDINET提出書類

極東貿易株式会社(E02503)

有価証券報告書

87/89



独立監査人の監査報告書

 平成19年６月19日

極東貿易株式会社  

 取締役会　御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 荒井　卓一

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 水谷　英滋

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている極東貿易株

式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第87期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、極東貿易株式

会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

 平成20年６月18日

極東貿易株式会社  

 取締役会　御中    

 あずさ監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 荒井　卓一

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 水谷　英滋

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

極東貿易株式会社の平成19年４月1日から平成20年３月31日までの第88期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、下記事項を除き我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査

を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。

記

　注記事項（貸借対照表関係）に記載されているとおり、防衛省への過大請求事案に対しての返金に備えるため、第三者調

査委員会の調査による算定額に基づき違約損失引当金843百万円を計上しているが、防衛省の調査は未だ完了していないた

め、防衛省に対しての返金額は確定していない。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、上記事項の財務諸表に与える影響を除き、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、極東貿易株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

（※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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